


市 長 ご 挨 拶

室戸市は、高知県の東南端に位置し、年間を通して温暖な気
候に恵まれており、昭和 34年の市制発足以来、豊かな自然との
共生を図りながら、漁業や農業などを中心に地域経済が発展し
てまいりました。
しかし、基幹産業の一つである漁業の低迷や若者層を中心と
した人口流出などを背景に人口減少と少子高齢化が急速に進み、
かつて 3万人を超えていた人口は、平成 27年の国勢調査では、半数以下の 1万 3
千人台まで減少しております。
こうした状況の中、平成 23年 3月に、10年後（平成 32年）の将来像を「室戸
の自然や資源を活かした産業の振興と、これまで育んできた歴史や文化を大切にし、
健康で心豊かに安心して暮らせるまち」とした「室戸市総合振興計画」を策定いたし
ました。
この計画は、本市の今後 10年間にわたる「まちづくり」の方針となるもので、前
期基本計画と後期基本計画で構成されております。
今回、前期基本計画における課題や取り組みを見直したうえで、今後 5年間の後
期基本計画を策定したところであります。
また、国や県の方針を踏まえ、平成 27年に「室戸市まち・ひと・しごと創生総合
戦略」を策定しております。
この総合戦略は、産業の振興や雇用の創出など 4つの基本目標を掲げており、実
施期間を平成 27年度から平成 31年度までの 5ヶ年と定めていますが、「室戸市総
合振興計画」後期基本計画において、その総合戦略を勘案したものとなっております。
本市には、様々な課題がありますが、市民と行政が「自助・公助・共助」の観点に
立ち、補完・協力し合う「協働のまちづくり」を推進するとともに、移住定住の促進
や交流人口の拡大を図るなど、地域経済の持続的な発展を目指してまいります。
結びになりますが、本計画策定にあたりご尽力をいただきました室戸市振興計画審
議会委員各位をはじめ、ご協力いただきました多くの方々に、心から感謝とお礼を申
し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成 28年 3月　
室戸市長　小松　幹侍
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第 1 章  総 合 振 興 計 画 と は

（1）計画の趣旨
総合計画は、将来のまちづくりや行財政運営を総合的かつ計画的に推進するための
指針となるもので、市の行政計画の最上位に位置づけられます。
室戸市は、平成 23年 3月に、10年後（平成 32年）の将来像を「室戸の自然や
資源を活かした産業の振興と、これまで育んできた歴史や文化を大切にし、心豊かに
安心して暮らせるまち」とした「室戸市総合振興計画」を策定し、将来像の実現に向
けて、基本的な構想や施策を定めました。この計画は、前期基本計画と後期基本計画
で構成されています。このたび新たに策定する後期基本計画では、前期基本計画にお
ける課題や取り組みを見直したうえで、修正・追加を行い、今後 5年間の取り組み
をまとめています。
室戸市は、昭和 34年の市制発足以来、豊かな自然との共生を図りながら、漁業や
農業などを中心に地域経済の発展につとめてきました。しかし、基幹産業の一つであ
る漁業の低迷や若者層を中心とした人口の流出などを背景に、人口の減少と少子高齢
化が進み、ピーク時には 3万人を超えていた人口は、平成 27年の国勢調査では、半
数以下の 1万 3千人台にまで減少しました。
平成 9年には過疎地域の指定を受け、過疎対策として、産業の振興や生活環境施
設の整備などの事業を実施してきました。
また、「室戸市過疎地域自立促進計画」を策定し、産業振興、雇用、福祉、教育、環境、
防災などの分野で、さまざまな課題解決に向けた取り組みを行っています。
しかし、人口の減少は、ますます加速すると推測され、国立社会保障・人口問題研
究所によると、出生率が現状で推移し、社会移動が一定に縮小する場合、45年後の
平成72年度には室戸市の将来人口は2,782人にまで減少すると推計されています。
こうした背景のなかで、国や県は、「人口減少問題の克服」と「成長力の確保」に向けて、
長期的な人口ビジョンと地方創生を図る総合戦略を定めています。そこで室戸市も、
平成 27年度に「地方人口ビジョン」と「地方版総合戦略」として「室戸市まち・ひと・
しごと創生総合戦略」を策定しました。
この総合戦略は、「しごと」と「ひと」の好循環をつくり、この好循環を支える「まち」
の活性化を図るもので、「雇用」「移住」「若者の結婚・出産・子育て支援」「地域づく
り」を視点とした 4つの基本目標を掲げています。また、施策は、自律的で持続的
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な社会の創生をめざす内容であり、実施期間を平成 27年から平成 31年までの 5ヶ
年と定めていることから、「室戸市総合振興計画」との関連性は強く、後期基本計画
において、重要かつ優先的に実施する事業として位置づけられます。
私たちが住む室戸市の未来を次世代につなぎ、将来像を実現するために、恵まれた
地域資源の活用、時代動向や課題などの再確認を図り、市民が心豊かに安心して暮ら
せる地域づくりの着実な実行に向けて、ここに「室戸市総合振興計画」の後期基本計
画を定めることとします。
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（2）計画の構成と期間
室戸市総合振興計画は「基本構想」「基本施策」「実施計画」で構成し、社会経済情
勢の変化などに対応するため、必要に応じて見直しを行うものとします。
室戸市総合振興計画の構成と期間は、以下のとおりです。

①基本構想
基本構想は、地方自治法第 96条第 2項の規定による議会の議決すべき事件を定め
る条例により、議会の議決すべき事件とされており、目指すべきまちの将来像とそれ
を達成するために必要な施策の基本方針を定めたものです。目標年次は、平成 32年
度（2020 年度）とします。

②基本施策
基本施策は、基本構想で定めたまちの将来像を実現するために必要な施策を体系的
にまとめたもので、各施策の目的や対象、成果目標を示しています。
計画期間は平成 28年度から平成 32年度までの 5ヶ年とします。目標年次は、平
成 32年度（2020 年度）とします。

③実施計画
実施計画は、基本施策をもとに、実施する具体的な事業計画を明らかにするもので、
予算編成の指針となります。
計画期間は 2年間とし、社会経済の動向や進捗状況などを踏まえ、毎年度の見直
しを行います。

10年間

5年間

2年間

基本構想

基本施策

実施計画

将来像に基づいて各分野
の施策を示しています。

各分野の具体的事業を
示しています。

まちづくりの将来像など
方向性を示しています。

…
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（3）計画の概要
室戸市総合振興計画の概要は、以下のとおりです。
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第 2 章  室 戸 市 の 概 要

（1）自然
本市は、四国東南端のまちであり、県庁所在地の高知市から東へ 78㎞の距離に位
置し、その形状は東西 18.6㎞、南北 27㎞のほぼ逆三角形であり、その海岸線は、東
西 53.3㎞に及んでいます。
総面積は 248.18㎢で、そのうち山林が約 87%を占め、海岸沿いは、特異な海岸
段丘を形成しており、海岸線沿いのわずかな平野部に 5つのまちが形成され、中小
河川沿いや海岸段丘の中山間部には、数多くの集落が点在しています。
気候は亜熱帯性気候の性格を帯びており、年間を通じて温暖であります。
また、室戸は別名「台風銀座」ともいわれ、台風の通り道となっており、近年、直
撃は少なくなったものの、毎年のように暴風雨の猛威にさらされています。
室戸岬を中心とする美しい海岸には、亜熱帯性樹林や海岸植物が群生し、昭和 3
年に室戸岬一帯が名勝に指定されました。昭和 39年には「室戸阿南海岸国定公園」
の指定を受け、さらに、平成 8年には「日本の渚・百選」に選定されています。
平成 23年には、室戸市の地質・地形や人々の営みが、ユネスコの支援で設立した

「世界ジオパークネットワーク」によって、世界ジオパークに認定され、「室戸世界ジ
オパーク」として、今後の展開が期待されています。

（2）歴史
昭和 34年 3月 1日に旧 5ヶ町村（佐喜浜町・室戸岬町・室戸町・吉良川町・羽根村）
が合併して本市が誕生しました。
室戸市の歴史は古く、弘法大師によってひらかれた最御崎寺、津照寺、金剛頂寺が
あり、「空海」の由来になったといわれる修行の地「御厨人窟」などが残っています。
明治 32年には、室戸岬灯台が開設し、日本一の実効光度と光達距離を誇る白亜の
灯台は、いまも室戸沖の航海の安全を守りつづけています。室戸岬灯台は、「日本の
灯台 50選」のひとつに選ばれ、また、経済産業省の近代化産業遺産にも認定されま
した。
太平洋に突出した室戸岬周辺の海域は、湧昇流などの効果により、魚の回遊も多く、
古くから漁業が発達してきました。藩政時代には網捕鯨が盛んになり、津呂港や室津
港がつくられるなど、漁業のまちの礎が築かれました。
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また、林業も盛んで、ウバメガシでつくる良質な備長炭は評価が高く、大正時代に
は製炭の技術が発達し、生産地の吉良川地区は大いに栄えました。当時の古い町並み
は、平成 9年に、重要伝統的建造物群保存地区に選定されました。

（3）社会・経済
室戸市のかつての基幹産業の柱は水産業でした。室戸岬漁港、室津港はその中心で
あり、遠洋マグロ漁業の基地として全国に知られていました。しかし、昭和 50年代
頃から資源の枯渇や 200 海里問題、燃料費の高騰などが経営を圧迫し、一時の繁栄
はなくなり、定置網漁やキンメダイ漁を中心とした、沿岸漁業に移り変わってきてい
ます。
また、第 1次産業を中心に発展してきた本市ですが、昭和 30年代後半からの高度
経済成長にともなう就業構造の変化、さらには産業や生活環境整備の立ち遅れから、
若年層を中心とした人口の流出が続いています。
平成 24年度の市内総生産額は約 367 億円であり、産業別ではサービス業などの
第 3次産業が 266 億円（72.5%）を占めており、次に製造業などの第 2次産業が
57 億円（15.4%）、水産業などの第 1次産業が 44 億円（12.1%）と、産業構造の
比重が第1次産業から第2次産業、第3次産業へと大きく推移してきています。特に、
平成元年に開設した高知県海洋深層水研究所は、我が国初、世界で 3番目の深層水
有効利用実験施設として、地域産業の発展に大きな期待が寄せられています。
交通機関については、東隣の東洋町までは阿佐海岸鉄道が、また、西隣の奈半利町
までは土佐くろしお鉄道が運行していますが、本市には鉄道がなく、市民の移動手段
としては自家用車や路線バスが主体であります。主要道路は、海岸沿いの国道 55号
と県道椎名室戸線が幹線となっており、高知市から約 2時間、高知龍馬空港から約 1
時間 20分と移動に時間を要し、児童生徒や高齢者、障がい者などは、移動手段の確
保に苦慮している状況にあります。
関西圏からのアクセスは、平成 20年から室戸、大阪なんば間で直通の高速バスが
1日 1便の運行を開始し、平成 21年からは 2便に増便となっています。
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（4）人口
昭和 30年のピーク時の人口は 32,878 人でしたが、約 60年間で半数以下までに
減少しています。その要因としては、基幹産業の 1つである漁業の低迷や若年層の
都市圏への流出、少子高齢化などが挙げられます。減少傾向は、昭和 50年代には一
時的に鈍化しましたが、昭和 60年に死亡者が出生者を上回る、人口の自然減の現象
が初めて生じ、昭和 63年以降もこの状況が続いています。
また、平成 27年の国勢調査（速報値）では、人口が 13,523 人で、平成 22年の
15,210 人から 1,687 人減少し、減少率は 11.1%となっています。

【人口の推移（国勢調査）】

（速報値）
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第 3 章  室 戸 市 の 現 状 と 課 題

（1）人口
本市の国勢調査の人口は連続して減少で推移しており、この推移から予測される人
口は、国立社会保障・人口問題研究所の推計で、45年後の平成 72年（2060 年）
には 2,782 人になると予測されています。
このような状況の中、人口の減少に歯止めをかけるためには、流出人口の対策を行
い、流入人口・交流人口の拡大を図ることが必要です。
そして、子どもから高齢者まで、幅広い層を対象とした施策を講じることが重要で
あり、総合的なまちづくりが求められています。そのため、本市では、産業の振興や
企業誘致、雇用促進などにより、雇用の場の確保を図り、保健・医療・福祉、教育、
文化、生活環境などの整備を進めることで、快適で安心・安全な生活が送れるまちづ
くりに、今まで以上に取り組んでいくことが必要であります。
平成 27年度には、「室戸市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定し、そのなかで、
平成 72年（2060 年）の将来人口を約 8,500 人としています。そこで、本計画では、
総合戦略での将来人口の展望に準拠し、5年後の平成 32年（2020 年）の将来人口
を 12,542 人とします。

【社人研（※ 1）推計と将来展望の人口推移】

室戸市がめざす 5 年後の人口
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（2）産業
本市は、温暖な気候に恵まれ、美しい自然と豊富な資源、多くの歴史や文化遺産を
有しており、全国にも誇れる魅力あふれる地域ですが、この資源を活用し、産業ごと
の方向性を具体化して、しっかりとした戦略を打ち出すことが十分にできていません。
そのため、「室戸市まち・ひと・しごと創生総合戦略」や「高知県産業振興計画」
の産業成長戦略・地域アクションプランに基づいて地産地消の徹底や地産外商の推進
に努め、各産業分野を越える連携を強化し、より価値の高い魅力ある「ものづくり」
や商品の販路開拓・販売拡大への取り組みを進めることにより、「所得の向上」と「雇
用の創出」につなげ、農林漁業・農漁村の再生、維持を目指す必要があります。

①農業
農業は、農業人口や耕地面積が年々減少し、就業者の高齢化も顕著になっているこ
となどから、農業の振興と再生をどう図るかが、市や農家、農業団体の課題となって
います。
特色のある農業を基幹産業として、生産性の高い農業に取り組むことができるよう
に基盤整備、環境整備、農業経営の近代化と効率化を図るとともに、産地間競争に打
ち勝つ農産物の生産販売や地域食材を活用した加工食品の開発などを推進し、売れる
ものをつくる必要があります。

②林業
林業は、木材価格の低迷などにより停滞し、就業者の高齢化や減少傾向にある担い
手の確保・育成、適正な保育間伐が行われていない森林の増加などが問題となってい
ます。
健全で生産性豊かな活力ある林業の発展のために、地域の実態に合った生産基盤の
整備、生産体制の強化を図るとともに、土佐備長炭の生産・出荷・販売体制の強化事
業にも取り組まなければなりません。

③水産業
水産業は、特に遠洋漁業はマグロの漁獲規制、輸入規制など厳しい社会情勢が続い
ており、また、沿岸漁業も高齢化と漁業後継者の減少が深刻化するとともに、近年輸
入水産物の増大による魚価低迷などで、厳しい漁業経営が強いられています。
高齢者や若者が定着できる漁村づくりを推進し、不安定な生産を解消するために、

「獲る漁業」から「つくり育てる漁業」への転換が必要です。
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④商業
商業は、零細な家族経営を中心とする事業所が多く、市内人口の減少による消費の
減少、生活の多様化などによる市外への消費購買力の流出、後継者問題などで、年々
厳しさが増しており、商店街も、空き店舗の増加や日曜・祝日の休業により、利便性
の低下やにぎわいが少なくなっています。
そのため、商工会や経営者との連携をさらに強化し、商店街のあり方や共同店舗形
態の整備・研究を推進するなど、地域経済の活性化が求められています。

⑤工業
工業は、鉄鋼や製造、海洋深層水関連が中心となっていますが、鉄鋼製品の輸出や
食品や飲料水の移出の割合が高いため、日本や世界の経済状況に影響されやすいとい
う問題があります。
そのため、事業所への定期訪問により、経営者の方々の意見や要望に的確に対応し
て、補助制度の活用などの支援を図る必要があります。

⑥観光
観光は、室戸岬を中心とする海岸線が室戸阿南海岸国定公園に指定されており、世
界遺産登録を目指している四国霊場八十八箇所の 3霊場、吉良川の町並み、海洋深
層水、ドルフィンセンター、ダルマ朝日・夕日など恵まれた観光資源を有し、県東部
地域の観光拠点となっています。しかし、魅力ある観光ルートの開発や観光施設の整
備が遅れているため、これらの資源が有効に活用されていません。
室戸ジオパークを最大限に活かし、さらに自然体験、文化・歴史体験による滞在型
交流の拡充に取り組み、これらを連携させることによって、交流人口の拡大につなげ
る取り組みが課題であります。

⑦室戸ジオパーク
室戸ジオパークは、平成 20年度から、地質遺産の保護と教育や観光への活用など
による地域振興を目的にジオパーク活動に取り組んできました。
平成 27年度には、室戸世界ジオパークセンターのオープンや、世界ジオパークネッ
トワークの 4年ごとの再審査などの大きな課題にも取り組み、それらの目標を達成
したことによって、室戸ジオパークの推進による交流人口の拡大と地域振興への期待
は、さらに高まっているところです。
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このような現状の中で、室戸ジオパークをツールとして、交流人口の増加と地域経
済の活性化をどのように推進するか、その仕組みをしっかりと作り上げ、実行する必
要性に迫られており、地質・地形遺産と産業 ･文化を一体化させたジオツーリズムの
推進や、地域の特産物を活かした郷土色豊かな食やおみやげ物の開発を進めることな
どの課題とともに、これら室戸の魅力をいかに国内外に向けて効果的に発信していく
かが、県外や国際観光に向けた重要な課題となっています。

⑧海洋深層水
海洋深層水は、本市の貴重な地域資源であり、食品などの製造分野、健康・美容分
野など多方面において有効活用され、新たな企誘誘致や雇用促進につながってきまし
た。
今後さらなる有効利用により、新たな産業の創出に努め、地域・商工業の活性化を
図ることが課題であります。

⑨企業誘致
企業誘致は、地理的・自然的条件の制約や基盤整備の遅れから、極めて厳しい状況
にありますが、海洋深層水が一躍脚光を浴びて以来、海洋深層水関連企業の進出によ
り、就労の場が一定確保されました。さらなる企業の進出を目指し、現在立地してい
る企業の状況なども適時把握するとともに、関係機関との連携を強化し、新たな企業
誘致の推進を図ることが課題であります。

⑩雇用
雇用の確保は、各産業分野での新たな取り組みや企業誘致の推進に努めることによ
り、地域雇用開発のための施策を講じて、雇用の創造を推進し、地域経済の活性化を
図る必要があります。

⑪移住促進
移住促進は、人口の減少が進んでいることから、定住人口の拡大の対策として、空
き家などを活用するとともに、関係団体や地域住民と協働の受入体制や地域の魅力、
生活情報などを効果的に提供する体制が必要であります。
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（3）保健・医療・福祉
本市の高齢者は、6,423 人、総人口比率にして 43.6%（平成 27年 4月 1日時点）
となっており、今後、ますます高齢化が進むことが予想され、高齢者の保健や医療、
福祉の充実がさらに重要となります。
「日本一の健康長寿県構想」 「室戸市地域福祉計画」に基づき、地域の実情に合った
取り組みを進めるとともに、地域単位で高齢者や障がい者、子育て家庭への声かけや
見守りを行うネットワークづくりなど、ともに支えあう地域づくりの推進を図ること
が求められています。

①保健
保健については、地域における市民の主体的な活動による健康増進と発病の予防に
重点をおいた一次予防を推進し、壮年期死亡の減少と認知症や寝たきりの予防に努め
るとともに、生活習慣病の発症や重症化を予防することにより、市民の健康寿命の延
伸を図ることが必要であります。

②医療
医療機関は、小規模なものが多く、第二次救急医療機関も市内にはなく、救急患者
の 8割以上が市外へ搬送される現状となっています。
また、入院や手術を要する高度な医療については、市外、特に高知市内の病院を選
択せざるを得ない状況が多くなっています。
このような状況の中、すべての市民が心身ともに健康な生活を送るために、救急医
療体制の整備や通院交通手段の整備などを図ります。
また、今後も人口減少や市外専門機関への流出による患者数の減少が予測され、こ
の状況が続けば、各医療機関が経営判断等による廃院も想定されることから、適切に
医療サービスを受けられる環境づくりに取り組む必要があります。

③福祉
福祉については、高齢者や児童、障がい者、母子及び父子並びに寡婦など、個別分
野ごとにそれぞれの計画などを策定し、課題に取り組んできました。
しかし、福祉ニーズはますます増大し、複雑、多様化しており、すべての市民が自
分たちの住んでいる地域に関心を持ち、地域住民相互のふれあいを大切にして、とも
に支え合うよう、地域福祉のさらなる充実が必要であります。
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（4）教育・スポーツ・文化

①教育
保育所・園、小・中学校は、過疎化や少子化により園児・児童・生徒数が減少する
中、様々な取り組みを行っています。
保育所・園は、一時預かり保育や延長保育、家庭支援推進保育や地域子育て支援セ
ンターなど、保育需要の多様化に対する特別保育事業に取り組んでいますが、次世代
の社会を担う児童が心身とも健やかに育つよう、さらに取り組みを充実させる必要が
あります。
小・中学校は、複式校、小規模校への対応や老朽化などによる改築、耐震補強など、
教育環境の整備が必要であります。
また、道徳教育やキャリア教育・情報基礎教育などの教育内容の充実により「ふる
さとを愛し、心豊かでたくましく、生きる力を育む教育」を目指す必要があります。

②生涯学習
生涯学習の場として、公民館や図書館を中心に対応していますが、老朽化の問題や
市民一人ひとりが自主的・主体的に学習できる機会の提供、幅広い年代に対応できる
学習援助体制が整っていません。
そのため、官民一体となった生涯学習の推進を目指し、情報の内容を広げて参加を
促進するとともに、既存の施設の整備を進める必要があります。

③市民スポーツ
市民のスポーツに対する意識は高く、多種多様なスポーツが生活の中に徐々に定着
しています。総合型地域スポーツクラブも設立され、子どもから高齢者まで幅広い年
代に対応できる教室を開催して、健康増進や体力の維持・向上などを目的に活動して
います。
しかし、運動やスポーツをしていない人も多く、各年齢層において、気軽に楽しみ
ながら継続できるスポーツメニューなどのプログラムの研究開発が課題となっていま
す。
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④歴史的・文化的遺産
歴史的・文化的遺産は数多くあり、特色ある伝統文化も継承され、吉良川の町並み

（重要伝統的建造物群保存地区）が残っています。
また、各地区で数多くの郷土芸能や祭りが継承されていますので、その保存や整備
などに努め、地域資源や観光資源として有効に活用し、地域の活性化につなげていく
ことが必要であります。

⑤青少年の健全な育成
現状としては、青少年を取り巻く環境は、いじめや不登校、引きこもり、ニートな
どの様々な問題が生じています。
そのため、学校・家庭・地域・教育研究所・青少年補導センターなどが連携を深め、
研修や啓発活動、情報収集などに努めるとともに、薬物乱用防止・非行防止教室の開
催などを図り、青少年の健全な育成をさらに推進する必要があります。
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（5）防災・交通・情報通信

①消防体制
消防体制は、平成 27年 4月 1日現在、常備消防 1署（38名）、非常備消防 1団（10
分団・294名）であります。
常備消防は、災害に対する市民の多様なニーズに対応するため、若い消防職員の資
質・能力の向上を図り、消防・救急救助活動の高度化などに対応出来る技術を習得す
るとともに、事故発生後の高度な応急処置による救命率の向上のため、引き続き救急
救命士の養成を強化し、多くの市民に対する救命講習を実施して、応急手当の普及に
努めなければなりません。

②非常備消防
非常備消防は、施設・設備・機械器具などの充実により、地域に根ざした消防団と
して消防・防災活動を行うことが必要であります。
現在の設備、機械器具などを計画的に更新するとともに、各種災害に迅速・的確に
対応するため、最新鋭の装備及び資機材の整備充実と、近い将来発生する南海トラフ
地震の津波対策として、非浸水域への消防屯所の高台移転が求められています。
	
③防災
防災は、近い将来高い確率で起きると予想されている南海トラフ地震や過去にも本
市に大きな被害をもたらした台風など、自然災害への迅速な対応が必要です。
そのため、防災計画の見直しや避難路などの整備、防災訓練などを繰り返し行うこ
とにより、市民一人ひとりの防災意識や対応力を高めることが必要であります。また、
高齢者、障がい者など、災害発生時の要援護者への支援を適切かつ円滑に実施するよ
うに、個別避難支援計画などの作成が課題となっています。

④幹線道路
主要幹線道路は、国道 55号のみであり、産業、生活都市基盤の主要道路となって
いますが、交通の円滑化・安全性の向上のために、災害発生時における迂回ルートの
整備などが必要であります。
県道椎名室戸線は、室戸岬経由の国道 55号を東西に結ぶ、県東部の生活基盤を支
える重要な交通路線としての役割を担っていますが、既設の狭隘な三津坂トンネルな
ど、早急な整備が必要であります。
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市道は、市街地の都市計画事業の立ち遅れにより整備が進んでおらず、中山間地域
についても、抜本的な改良が立ち遅れており、舗装の劣化や橋梁などの構造物の老朽
化も進んでいることから、その対策が必要であります。

⑤情報通信
情報通信は、これまで都市部との情報格差を是正するため、市内全域への光ファイ
バー網の整備や携帯電話不感地域への携帯基地局の整備など、市民生活に直結した情
報通信基盤施設の整備を推進してきました。
今後も時代に応じた市民のニーズに応えるために、情報通信基盤を活用した産業の
振興や地域経済の活性化、防災面も含めた市民生活の向上につながる取り組みを進め
ていく必要があります。

⑥公共交通
公共交通は、鉄道が通じていないため、路線バスが市民の主要な公共交通手段となっ
ていますが、自家用車の普及や沿線住民の減少などによる利用者の減少によって、バ
ス事業者の経営は悪化して、その維持確保が課題であります。
また、鉄道は東が東洋町、西は奈半利町までの運行となっており、地域の活性化の
ためには、今後も甲浦・奈半利間の連絡バスなどの運行が必要であるとともに、高齢
者や中山間地域で生活している方々の通院や買い物など、交通手段の確保も大きな問
題であるため、地域の実情に沿った、交通システムの導入が必要であります。

⑦港湾
港湾は、室津港と佐喜浜港の 2つを有しており、水産業や海洋開発の拠点として
だけではなく、東部地域における海洋性の観光レクリエーションの拠点として、休憩
所などの施設や体験学習施設の整備、災害発生時の避難場所や救援物資の陸揚げなど、
防災拠点としての位置づけを行うなど、多面的な活用を図る必要があります。
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 （6）人権
人権問題に関する取り組みは、昭和 40年の国の同和対策審議会答申を踏まえて推
進してきた同和行政から始まり、平成 10年に「室戸市人権尊重の社会づくり条例」
を制定し、平成 18年には「室戸市人権施策基本方針」を策定し、この基本方針を踏
まえた「室戸市人権施策推進計画」を平成 26年度に策定して、同和問題、女性や子
ども、高齢者、障がい者など、あらゆる人権問題の解決に向けた取り組みを全庁的に
行っています。
しかしながら、同和問題のように今なお誤った知識や偏見による差別をはじめ、社
会習慣に基づく男女平等意識の偏重、いじめや虐待など、多くの人権問題が存在して
おり、人権への認識が十分でない現状であります。また、インターネットによる誹謗
中傷など、新たな人権問題も発生しています。
そのため、あらゆる行政分野や市民との連携・協力によって、実効性のある人権施
策を実施していく必要があります。

①市民館
市民館（6館）は、福祉の向上や人権啓発の市民交流の拠点施設として、生活上の
各種相談事業や人権問題解決のための各種事業を総合的に行っていますが、少子高齢
化が進むなかで多様化している市民ニーズの把握やこれらへの対応が課題となってい
ます。
また、市民館の施設整備は、平成 28年度の吉良川市民館大規模改修・耐震補強工
事の完成により、6館全ての改修工事が完了する予定です。

②人権教育
人権教育は、室戸市教育行政方針に基づき推進していますが、児童・生徒の不登校
やいじめ、中途退学などが生じており、子どもや高齢者の虐待なども社会問題となっ
ています。
そのため、学校・家庭・地域・行政が連携や協力関係を強化して、市民の人権意識
を高め、人権の尊重される社会の実現を目指した、人権教育の効果的な推進が重要と
なっています。
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③男女共同参画社会
男女共同参画社会への取り組みは、女性の社会進出は増えているものの、リーダー
への登用や政策・方針の決定過程などにおいて女性の参画が進んでいない状況にあり
ます。
そのため、男女共同参画社会の形成に向けて、男性と女性の固定的な役割分担意識
の解消と、男女がともに職業と家庭生活や地域活動を両立させ、自らが希望する仕事
と生活の調和がとれた暮らしの実現、いわゆるワークライフバランスの推進がきわめ
て重要な課題です。
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（7）生活環境

①下水道
本市の下水道は未整備のため、環境に負荷が多い汚濁水が用排水路を通って河川に
流れ込み、環境保全上好ましくない状態であり、自然景観や生活環境などを保全する
ためにも整備を進める必要がありますが、地形的条件や財源の確保、受益者負担など
様々な課題を抱えています。

②公営住宅
公営住宅の需要は依然として高いものがあり、今後の人口推移等を参考に将来の需
要予測を行い、南海トラフ地震による影響等を勘案し、計画的に整備・改良を行い、
良質で低廉な公営住宅を供給することが必要であります。

③新火葬場
新火葬場は平成 27年度に完成し、新たな施設での運用が始まっています。今後に
おいては外構工事に着手し、整備を進めていく必要があります。

④集落
集落は、若年層の流出や高齢化などにより、その機能は年々低下し、集落を維持す
ることが困難となっている地域が増加しています。
市民との話し合いを重ね、地域の課題やニーズなどの実情を的確に把握し、市民と
の協働により、集落の維持・再生を目指した取り組みが必要であります。

⑤水道施設
水道施設は、上水道 1施設、簡易水道 11施設で、普及率 93.4%（平成 26年度末）
であり、上水道は室戸区域と吉良川区域に給水しておりますが、その他の簡易水道の
各施設は小規模で分散しており、効率的な水道経営が困難な状況であります。
今後、老朽管の布設替などの整備を図るとともに、水道施設が整備されていない地
域では、簡易水道の整備や飲料水供給施設の改修や新設などを進めていくことが必要
となっております。
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⑥一般・粗大・可燃性大型粗大ゴミ
一般・粗大・可燃性大型粗大ゴミは、安芸広域メルトセンターで、資源・鉄製大型
粗大・埋立ゴミ・し尿は、芸東衛生組合の各施設で適正に処理をされていますが、不
法投棄が増加傾向にあります。
そのため、現在実施している定期的な監視パトロールに加え、コンポストの普及な
どに努め、ゴミの減量化を進めるとともに、リサイクルへの意識啓発や体制を強化す
る必要があります。
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2

基本構想

M U R OT O
M A S T E R  P L A N

室 戸 市 総 合 振 興 計 画

（8）行財政
平成 19年度から平成 22年度までの「室戸市集中改革プラン推進計画」及び平成
23年度から平成 25年度までの「新・室戸市行財政改革プラン」に基づき、給与の
抑制や定員管理に基づく職員数の削減、事業の見直しなどにより、経費の節減を図り、
財政健全化に取り組んできました。
そのことにより市財政は一定の改善がなされてきましたが、基幹産業の衰退や人口
の減少などにより、市税が減少するなど、依然深刻な状況が続いています。
今後、地方交付税や地方税などの経常一般財源の増加が期待できない一方、高齢化
による扶助費や医療費などの増加により、義務的経費の増加傾向が予想されます。こ
のことから、財政状況の悪化が懸念されるとともに、今後 30年以内に 70%程度の
確率で発生すると予想されている南海トラフ地震に対する防災対策、近い将来公共施
設等の老朽化に伴う更新経費や維持管理経費の増加、国民健康保険事業特別会計の累
積赤字の解消に向けた取り組みなど、懸案の事項が山積しています。
また、市民・地域との協働によるまちづくりの推進や地方分権時代への的確な対応、
市民の高度化、多様化するニーズに対応していくための組織のあり方、職員の意識改
革などにも取り組む必要があります。
平成 26年度に策定した「第 2期　新・室戸市行財政改革プラン」に基づき、徹底
した内部管理経費の削減、事務事業・公共事業の見直し、地方債の新規発行額の抑制
等に取り組むとともに、地域における特徴ある資源を活かした、新たな財源確保に向
けての施策を積極的に展開し、計画的かつ健全な行財政運営を目指すことが求められ
ています。
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第 1 章 　 室 戸 市 の “ こ れ か ら ”

（1）基本的な考え方
本市は、豊かな自然や歴史・文化を有しており、これら地域の資源を守りながら産
業振興を図り、ふるさとに住み働くことができるように、地域の発展を図ります。
次世代を担うにふさわしい「心身ともに健全な生きる力を身につけた子どもたち」
の育成と子育て支援の充実を図ります。
人口減少と少子高齢化が急速に進んでいる中で、地域の再生を図るため、市民の方々
との信頼関係を大切に、安心・安全に暮らせる地域を目指し、様々な課題の解決のた
めに、有効的な施策を計画的に実施していきます。
そのためには、市民がお互いに、そして市民と行政がそれぞれの持つ特性を活かし
ながら、「自助・共助・公助」の観点に立ち、補完・協力し合い、社会的課題の解決に
あたることが重要であり、リーダー養成やルールづくりを進め、市民と行政が話し合
いを重ねることや合意を形成することに努め、「協働のまちづくり」を推進していきます。

（2）将来像
全市民が協働で、自慢できる室戸にしなければならないと考えます。
豊かさは人それぞれ感じ方が違いますが、我々の誇るべきものを次世代につないで
いくことを目指して、将来像を次のように定めます。

室戸の自然や資源を活かした産業の振興と、
これまで育んできた歴史や文化を大切にし、

健康で心豊かに安心して暮らせるまち

【将来像概念図】
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 第 2 章 　 施 策 の 大 綱

室戸市の将来像の実現に向けて、施策の大綱を次のように定めます。

将来像

室戸の自然や資源を活かした産業の振興と、
これまで育んできた歴史や文化を大切にし、

健康で心豊かに安心して暮らせるまち

将来像実現のための 7 つの施策

大網の実現のために　協働のまちづくりの推進
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■基本構想の体系図

3

基本施策

M U R OT O
M A S T E R  P L A N

室 戸 市 総 合 振 興 計 画



3. 基本施策

3

基本施策

M U R OT O
M A S T E R  P L A N

室 戸 市 総 合 振 興 計 画



28

■大綱 1　産業振興と雇用の確保　体系図
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大綱 1　産業振興と雇用の確保（農林水産・商工観光・雇用・企業誘致）

 （1）農業の振興
地域の実態に合った生産基盤と生活環境の整備や生産・流通・販売体制の強化を図
るとともに、地域の特性を活かした生産振興や産地間競争に勝ち抜くための産地づく
りを進めます。また、地産地消の徹底や地産外商の推進に努め、ブランド化を図ります。

①生産基盤と生活環境の整備
優良農地の保全管理に努めるとともに、農地の高度利用や流動化を促進し、農地の
集積や経営規模の拡大を図ります。近代的な農業基盤の確立を目指すため、かんがい
排水施設やため池などの整備を進めます。

【主要事業】
・地域ため池総合整備事業（県営事業負担金）
・地域用水環境整備事業
・耕地自然災害防止事業
・農地集積交付金事業（農地中間管理事業）
・中山間地域等直接支払交付金事業
・多面的機能支払交付金事業
・庭先集荷事業
・6 次産業化推進事業
・農業基盤整備促進事業
・ほ場整備事業

②生産・流通・販売体制の強化
各種制度資金を活用して、経営基盤の強化を図るとともに、自主的な組織活動の支
援や研修などにより、認定新規就農者など担い手の育成・確保を図ります。
また、環境保全型農業の推進、集落営農組織の組織化・法人化への支援や研修など
の斡旋により、持続性の高い生産方式の浸透を目指し、生産から流通・販売までの一
元的支援体制を進めます。
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【主要事業】
・こうち農業確立総合支援事業
・環境保全型農業推進事業
・新規就農者支援事業（研修支援事業・青年就農給付金経営開始型事業）
・競争力強化生産総合対策事業（強い農業づくり交付金事業）
・集落営農組織支援事業
・経営体育成支援事業

③産地化の推進
野菜、果樹など園芸作物類は、産地の維持拡大と集団産地育成を図るとともに、環
境制御技術を中心とした新たな技術への支援を積極的に行い、収量の増量を目指しま
す。
畜産は、飼料価格などに影響されることの少ない、耕作放棄地を利用した放牧や飼
料用作物の栽培などを推進し、優良な肉用牛・豚の生産を図るとともに、レンタル畜
産施設事業等を活用して、増産に対する支援を行います。
また、口蹄疫や鳥インフルエンザなど、家畜の感染症の対策としては、畜産農家や
県家畜保健所などの関係機関と連携し、飼養衛生管理の徹底や早期発見の監視強化、
情報収集・共有など、防疫対応の強化を図ります。

【主要事業】
・耕作放棄地解消基盤整備事業（区画整理・農道）
・耕作放棄地対策事業（整地、施設保管）
・経営所得安定対策事業
・次世代型ハウス・園芸用ハウス整備事業
・燃料タンク対策事業
・環境制御技術導入加速化事業
・室戸市農業研究会補助事業
・家畜伝染病防止対策事業
・レンタル畜産施設整備事業
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（2）林業の振興
農業同様に、地域の実態に合った生産基盤と生活環境の整備を図るとともに、土佐
備長炭の生産・出荷・販売体制の強化事業を進めます。

①生産基盤の整備
林業の生産活動を活性化するため、林道や作業道の拡充を図り、生産基盤の整備を
推進します。
また、植樹や間伐などの森林整備や企業や地域との森林保全活動など、より良い森
林環境づくりの取り組みを進めます。

【主要事業】
・森林整備地域活動支援事業（作業道整備など）
・山地災害防止事業
・地域林業総合支援事業
・林道開設事業（県営事業負担金）
・緊急間伐総合支援事業
・協働の森づくり事業
・森林病害虫防除事業

②生産体制の整備
各種制度資金を活用し、経営基盤の強化を図るとともに、自主的な組織活動の支援
や研修を行い、担い手の育成・確保に努めます。
間伐材の高付加価値化を図り、備長炭の生産・販売体制を強化します。
また、森林管理システムの構築により、山林境界の明確化・航空写真を利用した森
林管理などを推進し、市全体の山林価値の向上を図ります。

【主要事業】
・土佐備長炭生産、出荷、販売体制強化事業
・土佐備長炭原木確保事業
・新規製炭者研修支援事業
・製炭窯設置支援事業
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③鳥獣被害対策
迅速で効果的な捕獲が進むよう、猟友会・鳥獣保護員・農業協同組合・森林組合な
どと連携して、イノシシやシカ・サル・カラスなどの森林・農林作物への被害の軽減
や防止対策に取り組んでいきます。
狩猟期間外の被害多発時期には有害鳥獣予察駆除を実施し、効果的な捕獲を進める
とともに、農地等への鳥獣の進入を防ぐため防護柵を設置し、被害の防止に努めます。
また、狩猟免許取得を支援し、狩猟者の高齢化・担い手不足の解消を図ります。

【主要事業】
・鳥獣被害緊急対策事業
・新規狩猟者確保事業
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（3）水産業の振興
遠洋・沖合・沿岸漁業の振興と併せて、漁港などの施設の整備を進めるとともに、
資源管理型漁業やつくり育てる漁業、新しい流通加工体制の推進により、若者が定着
できる活力と魅力ある漁村社会の形成に取り組みます。

①遠洋・沖合・沿岸漁業の振興
沿岸漁業においては、漁港施設の整備や近代化資金の活用をすることで、就業環境
の改善を図り、後継者対策に向けた活力ある漁業を作ります。
また、遠洋・沖合漁業では、マグロの販売促進事業や経営改善対策の推進とともに、
赤道付近の諸外国による乱獲の防止対策など、関係業界団体と一体となって、国・県
などに要望・要請を行います。

【主要事業】
・ストックマネジメント事業（漁港調査・測量）
・種子島周辺漁業対策事業
・漁港整備事業
・全国遠洋沖合漁業信用事業（保証制度）
・全国漁獲共済事業
・まぐろ漁船水揚奨励金事業
・漁船設備（エンジンリース等）近代化事業

②資源管理型漁業とつくり育てる漁業の推進
稚魚・稚貝の放流や有害魚の駆除など、磯根礁を含めた漁場整備と漁業調整により、
持続的な資源の利用を目指すとともに、魚類による食害や海水温上昇など様々な要因
が考えられている磯焼けについては、国、県と連携し対策に取り組みます。
また、高知大学との共同研究で実施中の海洋深層水を利用した、スジアオノリの養
殖やアワビ・トコブシの養殖などを拡大し、「獲る漁業」から「つくり育てる漁業」
を推進します。
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【主要事業】
・アワビ・トコブシ・スジアオノリ養殖事業
・藻場調査及び漁場回復の推進事業
・稚魚・稚貝放流事業
・有害魚駆除事業
・環境・生態系保全活動支援事業

③新しい流通加工体制の推進
高鮮度化、衛生管理を積極的に行うことにより、室戸魚のブランド化・高付加価値
化に向けた取り組みを推進し、低価格な定置網漁獲物の販売戦略にも取り組みます。
また、既存企業・団体などと連携を強化して、効果的なPR活動を実施し、地元水
産物の需要の拡大を図ります。

【主要事業】
・室戸魚のブランド化促進事業
・魚料理新メニュー開発事業
・新たな加工技術の推進事業

④魅力ある漁村社会の形成
漁港背後集落の津波避難路等の整備を行い、安全・安心な集落づくりを図るととも
に、UIJ ターンなどによる新規就業者への支援を図ります。

【主要事業】
・新規漁業就業者支援事業
・避難路等整備事業



35

M U R O T O  M A S T E R  P L A N

 （4）商工業の振興
商工会や経営者との連携をさらに強化し、現状把握や要望への対応を的確に行い、
補助制度などの活用を促進し、支援体制を推進します。

①商業の活性化
商工会や経営者との連携を強化し、商業診断や経営相談指導の充実を図ります。経
営の合理化などを図るとともに、文化・憩い・レジャーなどを兼ね備えた、「くらし
の広場」のような商店街の形成や共同店舗形態の研究・整備を進めます。
また、「室戸市プレミアム付商品券発行事業」などを継続して、地域経済の活性化
につなげます。

【主要事業】
・地域商品券発行事業　　　・中小企業への保証料補給事業
・地域商店街活性化事業　　・創業支援事業

②工業支援の充実
中小企業の技術水準の向上や設備の近代化を図るため、産・学・官の連携や異業種
間の交流などを推進します。
また、各種融資制度の斡旋や新技術の導入、経営力の向上を図るため、事業者の現
状や要望の把握、支援体制の強化に努めます。

【主要事業】
・がんばる産品づくり応援事業
・誘致企業訪問活動
・制度資金斡旋

③農商工連携の推進
地域の基幹産業である、農林水産業、商業、工業の産業間での連携を強化するため、
定期的な協議の場の確保に取り組みます。そして、商品の販路拡大や新しい製品の開
発につなげ、相乗効果による地域の活性化を図ります。

【主要事業】　　・室戸市特産品商品化・販売等支援事業
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 （5）観光の振興と交流人口の拡大
室戸ジオパーク・吉良川の町並みなどの地域資源を有効に活用し、体験型・滞在型
の観光を推進するとともに、AMA地域連携などにより、広域観光に取り組み、交流
人口の拡大に努めます。
移住促進対策は、相談窓口の充実と移住サポーターの増員を図り、移住後のサポー
ト体制を強化するとともに、体験型ツアーや体験住宅の活用及び、ホームページなど
の情報発信に努め、移住希望者に対応できる体制を推進します。

①室戸ジオパークの推進
室戸ジオパークは、室戸世界ジオパークセンターを拠点として、地域の持続的な発
展を目指したジオツーリズムを推進します。
市内の各サイトを活動拠点とするガイド団体によるガイドツアーを軸に、室戸ジオ
パークの地質 ･地形と歴史や産業、または郷土食や特産品などを絡めた体験プログラ
ムを雄大な自然の中などで展開するオリジナリティーあふれるメニューを開発してい
きます。併せて地元の商品なども魅力的に紹介することによって観光客の周遊性と購
買意欲を高め、地域経済への波及効果を狙います。
また、近年増えてきている外国人や県外観光客の誘客に向け、情報媒体を効果的に
活用した情報発信をするとともに、都市部において積極的なPR活動に努めます。一
方で、Wi-Fi 環境の整備やパンフレットの多言語化などによる受け入れ態勢の強化な
ど、観光客が室戸ジオパークを存分に楽しめる観光地づくりを目指します。

【主要事業】
・ジオパーク推進事業　　　　・プロモーション事業
・ジオツーリズム推進事業　　・国際観光地づくり事業
・人材育成事業

②遍路を活かしたまちづくりの推進
本市は、世界遺産の登録を目指す、四国八十八箇所の 3霊場を有しています。
遍路道コース・食事・休憩所・トイレ・宿泊施設・観光地・交通・地域の伝統芸能
やイベントなどの情報を総合的に提供できるように関係部署と連携をし、市ホーム
ページやパンフレットを改訂し、全国への情報発信に努め、交流人口の拡大を図ります。
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【主要事業】
・カルチャーサポートの養成講座事業

③地域間連携と交流事業の推進
安芸市・徳島県阿南市との AMA地域連携協定や、滋賀県豊郷町との災害時におけ
る総合応援に関する協定を締結しております。また、安芸広域市町村圏事務組合や滋
賀県湖南市など、各地域との産業・観光・文化など各種分野における連携を図り、広
域的な観光ルートの策定などといった、地域連携を推進します。
また、中・高校生の海外受入・派遣事業といった相互訪問などを引き続き実施し、
国際交流事業を推進するとともに、6月 10日の「むろとの日」の交流事業や出会い
のイベントを開催するなど、交流人口の拡大を図ります。

【主要事業】
・AMA 地域連携推進事業
・恋人の聖地活用事業
・友好都市（ポートリンカーン市）交流事業（親善団受入・中高校生派遣）
・むろとの日実行委員会事業
・出会いのきっかけづくり事業

④体験型観光の推進
滞在型観光に向けた農業や漁業などの体験メニューの商品化を図ります。そして、
農家民宿などの受入体制を整備し、広域での修学旅行誘致を進めるなど、通過型観光
からの転換を推進します。「海の駅とろむ」でのタタキ作り、イルカとのふれあいなど、
地域資源を活用した取り組みを進めます。

【主要事業】
・室戸海洋深層水体験交流センター利用促進事業
・交流人口拡大事業
・体験観光メニューづくり事業
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⑤観光 PR の推進と観光施設の整備
市の担当職員や観光協会、商工会などの産業関係者で「PR隊」を組織し、室戸の
農産物・海産物や観光施設などのPRを行うとともに、ポスターやパンフレットの配
布はもとより、商談会や展示会などへの参加を積極的に行い、一体的・効果的な方法
で観光PRを図ります。
また、ドルフィンセンターや海の駅「とろむ」などの観光施設や案内板・説明板の
整備を進めるとともに、観光施設への公共交通のアクセスの改善を行います。

【主要事業】
・室戸まるごと PR 事業
・観光拠点施設整備事業
・旧椎名小学校有効活用事業
・室戸岬灯台周辺整備事業
・室戸岬新港ダイビング施設整備事業

⑥移住の促進
市に配置されている移住相談員を中心に、地域住民や関係機関との連携を強化して、
移住促進窓口体制や体験住宅の整備を進めます。
移住促進のPRとしては、ホームページやパンフレットなどで地域の魅力や生活関
連情報などを効果的に提供する体制の確立を目指します。

【主要事業】
・移住促進事業
・移住相談窓口強化事業
・移住体験住宅整備事業
・空き家バンク制度推進事業
・空き家の利活用推進事業
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（6）海洋深層水の有効活用
産・学・官の連携を強化し、新製品開発やブランド化を進めるとともに、販路開拓
に努め、さらなる有効活用を図ります。

①海洋深層水産業の活性化
本市の貴重な地域資源である海洋深層水は、清浄性、富栄養性などの特性を有して
おり、食品などの製造分野、健康・美容分野など多方面において有効活用され、新た
な企業誘致、雇用促進につながってきました。
今後は、さらなる有効活用により、新たな事業の創出に努め、地域産業の活性化を
図ります。

【主要事業】　　・海洋深層水利用拡大事業

②新商品開発と販売促進
海洋深層水の活用については、清涼飲料水や塩干物などが地場産品として商品化さ
れています。
今後は、産・学・官の連携をさらに強化し、新製品開発に努めるとともに、他の取
水地との連携を図り、海洋深層水のブランド化を高めることによって、販売拡大を図
ります。

【主要事業】
・高知大学連携事業　　・海洋深層水機能性調査事業

③関係機関・団体との連携事業の推進
室戸海洋深層水商品を製造・販売している企業で構成する、高知海洋深層水企業ク
ラブや高知県海洋深層水研究所などとの連携をさらに強化し、海洋深層水産業の発展
を図ります。

【主要事業】
・高知県海洋深層水研究所連携事業　　・高知海洋深層水企業クラブ連携事業
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 （7）企業誘致の推進と雇用の確保
道路・情報通信などの基盤を整備し、企業誘致推進条例、コールセンター等誘致促
進条例を活用して、新規企業の誘致を推進するとともに、現在立地の企業訪問を定期
的に行い、フォローアップを図り、関連企業などの誘致につながるように努めます。
また、就労の場が少ないことから、産業の振興や企業誘致に努めるなど、地域雇用
開発の施策の導入を進めます。

①企業誘致の推進
道路の拡張・改良、情報通信、上水道など、企業立地につながる基盤を整備すると
ともに、企業誘致推進条例、コールセンター等誘致促進条例を活用して、新規企業の
誘致や現在進出している企業の支援を推進します。
また、これまでに立地している企業訪問を定期的に行い、現状や要望を把握するな
どフォローアップを図り、その関連企業などの誘致につながるように努めます。

【主要事業】
・企業誘致推進事業（奨励金の交付他）
・市内企業定期訪問事業
・コールセンター等誘致促進事業

②雇用の確保
企業誘致の促進や産業振興の推進を図るとともに、市・農業協同組合・漁業協同組合・
観光協会・商工会などとの連携により、雇用の創出を図る目的で設置された「室戸市
地域雇用創造協議会」での取り組みを推進し、農業・漁業・商工業・観光産業・深層
水関係など、あらゆる分野での新たな雇用の創出に向け、事業を再検証し、今後の取
り組みにつなげ、雇用促進に向けたネットワークを構築します。
また、国や県の雇用に係る交付金や補助制度を十分に活用するとともに、安芸公共
職業安定所と連携して、市役所で職業相談・職業紹介・求人受付などができる「巡回
ハローワーク」を継続して、雇用促進に努めます。

【主要事業】
・巡回ハローワーク事業
・室戸市地域雇用創造協議会事業
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■大綱 2　健康長寿のまちづくり　体系図
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大綱 2　健康長寿のまちづくり（保健・医療・福祉）

（1）健康づくりの推進
健康応援団など、市民の健康づくりの活動を積極的に支援し、生きがいづくりや介
護予防に取り組むとともに、高知大学医学部との連携による健康増進事業を推進します。

①健康意識の啓発
公民館など地域での医師や保健師などによる健康相談や健康教育の場を設定し、市
民の健康に対する関心や意識の向上、情報や知識の普及を図るとともに、生活習慣病
予防教室や禁煙教室、糖尿病教室などの各種健康教室を引き続き開催します。
特定健診や各種がん受診は、市民との協働による地域での声かけや市独自の検査項
目の追加など、健診の魅力アップによる受診率向上を図るとともに、30歳代の若年
層を対象とした健診を実施するなど、健康に関心を持つ機会を拡充し、健康意識の啓
発を行います。
また、妊産婦及び乳幼児健診の未受診者には、保健師による訪問などを実施し、受
診率の向上を図ります。

【主要事業】
・地域健康教室事業
・地域健康相談・健康教育事業
・糖尿病自主グループ支援事業
・生活習慣病予防教室事業
・妊産婦教室事業
・地域リーダー育成事業
・各種健（検）診事業
・乳幼児食育事業
・児童、生徒食育事業
・地域食育事業
・健康マイレージ事業
・健康食啓発事業
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②健康づくり事業の充実
運動をはじめるきっかけや機会、場所がないという課題に対して、保健福祉センター
などにおいて専門講師による講習会を開催し、きっかけづくりに努めるとともに、サ
ポーターの育成を図り、地域における自主的なグループの活動を支援します。
本市の資源である「シレストむろと」を活用した健康づくりを推進するため、高知
大学医学部との連携による水中運動プログラムを継続して実施し、データの蓄積や効
果の検証を行い、検証結果の周知による利用拡充を図るとともに、ノウハウの活用に
より利用者の一層の健康増進を図ります。
また、市の実施する健康教室や各種健（検）診の受診者を対象に、利用料の一部助
成などを実施し、運動のきっかけづくりや継続の支援を行うとともに、各種検診の受
診率向上を図ります。

【主要事業】
・高知大学連携事業
・シレスト利用促進事業
・100 歳体操推進事業

③相談・支援体制の充実
地域のつながりの希薄化や少子化の進行により、ひきこもりがちな高齢者や子育て
中の若い世代においても、悩み相談をする場所や人が少なくなっています。必要に応
じて支援が行えるよう、高齢者については、地域包括支援センターと連携し、訪問・
相談活動を行うとともに、妊産婦や乳幼児については、健診などの機会や訪問による
相談・支援活動を行い、早期に必要なケアを実施し、「心の健康づくり」に努めます。
また、24時間電話にて健康相談・医療相談・育児相談等ができる体制を整えるこ
とで、市民の不安の軽減を図ります。

【主要事業】
・妊産婦、子育て支援事業
・市民交流広場事業
・地域包括支援センター委託事業
・24 時間電話相談事業
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 （2）医療の充実
病院や救急時の対応、「かかりつけ医」の確保など、市民の生命に直結する対策を、
県や広域とも連携して取り組みます。

①救急医療の充実
三次救急医療機関への搬送の必要のある患者以外は、安芸圏域で完結できるよう、
県立あき総合病院の救急機能の充実や、重篤な患者などは三次救急医療機関などで、
迅速かつ適切な医療が受けられるように、ドクターヘリの活用について、県に要請し
ていきます。
また、地域における休日や夜間における救急医療体制を確保するため、在宅当番医
制や病院群輪番制の維持に関する支援を引き続き実施します。

【主要事業】
・救急医療、広域災害情報システム運営事業（高知県）
・救急医療施設運営事業（安芸郡医師会）
・県立あき総合病院の充実要請
・ドクターヘリの活用

②地域医療の充実
地域医療の確保については、人口減少や市外専門機関への流出による患者数の減少
などにより医療機関の廃止も想定されることから、医師及び看護師の確保に努めると
ともに、県立あき総合病院を中心とした保健・医療・福祉の連携の仕組みづくりを行
い、民間の医療機関が確保できない地域については、市立の診療所の設置も含めて地
域医療の確保について検討を行います。
また、市民ボランティアの育成や高知大学医学部との連携による健康増進事業を推
進し、予防に重点をおいた施策を進めます。

【主要事業】
・専門医誘致事業
・医療機関確保事業（市立診療所等設置）
・看護師確保事業
・高知大学医学部連携事業
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③通院交通の充実
市外の拠点病院への通院対策は、医療機関の運営する通院バスの費用負担の問題や
経路延長などが必要となっており、医療機関との協議や利用者の意向調査などに努め、
交通システムの研究と対策を図ります。

【主要事業】
・通院交通システムの確保事業（市民意向調査の実施）
・通院交通等検討協議会
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 （3）高齢者福祉・介護保険の充実
高齢者が住み慣れた地域で、健康で生きがいをもって安心して暮らせるための仕組
みづくりを、保健・医療・福祉機関などが連携して推進します。

①健康で生きがいを持って暮らせる仕組みづくり
生きがいに満ちた「活動的な 85歳」を実現することを目標に、疾病予防を推進す
ることと併せ、高齢者が就労や様々な社会活動へ参加するとともに、健康な高齢者が、
介護の担い手として活躍していくことができる仕組みづくりを推進します。

【主要事業】
・シルバー人材センター事業　　・健康手帳交付事業

②安心して暮らせる環境づくり
高齢者が生活を送る居住環境を重視し、地域における支え合いづくりを推進すると
ともに、高齢者の総合相談窓口である地域包括支援センターの機能充実や保健・医療・
福祉の連携を強化し、地域全体で高齢者を支える「地域包括ケアシステム」の構築を
推進します。

【主要事業】
・配食サービス事業　　　　　・外出支援事業
・移動入浴車派遣事業　　　　・買い物支援事業
・家族介護慰労金給付事業

③介護サービスの充実
介護サービスの質的向上を図るとともに、保険料負担の公平性と安定的な財政基盤
を確保することなどにより、健全かつ円滑な本市介護保険事業の運営を推進します。
また、介護保険法の一部改正により、平成29年度までに要支援1及び2の方に対す
る通所介護・訪問介護が保険給付から地域支援事業に移行されることに伴い、地域のニー
ズに応じた受け皿づくりが必要となるため、人材づくり、組織づくりに取り組みます。

【主要事業】
・介護（予防）給付事業　　　・介護予防事業
・地域支援事業　　　　　　　・介護職員の育成事業
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（4）障がい者福祉の充実
施設整備や在宅サービス、相談支援事業などの充実を図るとともに、見守りや声か
け活動を推進し、障がい者が社会の一員として、生きがいをもって、自立した生活が
できるよう、社会参加の促進に努めます。

①相談支援体制の充実
障がい者の地域生活を支援するため、適切なサービス計画を立て、必要なサービス
が提供できるように、サービス提供事業者や関係機関との連携を強化し、相談支援体
制を構築するとともに、支援を担う人材の確保と育成を進めます。

【主要事業】　　・相談支援事業

②自立した日常生活や社会生活の支援
障がい者が自立した日常生活や社会生活を営めるように、日常生活用具の給付など
を行い、福祉の増進に努めるとともに、コミュニケーションの円滑化を図るために、
手話通訳及び要約筆記の派遣や手話奉仕員養成講座など、障がい者への情報支援に取
り組み、地域ボランティアの育成など、サービスを利用しやすい支援体制を構築します。

【主要事業】
・日常生活用具給付事業　　・手話奉仕員等養成事業
・意思疎通支援事業　　　　・移動支援事業

③日中活動の場の確保と在宅サービスの充実
入所施設や長期入院からの地域移行や自立した在宅生活を支えるための、グループ
ホームや日中活動の場の確保に努めるとともに、在宅サービスや施設サービスなどの
障がい福祉サービス利用者が必要な支援を受けることができるように、関係機関と連
携を強化して、適切なサービスの提供ができるよう努めます。
また、重度の身体や知的の障がい者の医療費負担軽減や障がい者が補装具などの
サービスを利用する際の利用料など、自己負担の軽減を行います。
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【主要事業】
・障がい福祉サービス事業　　　　　・補装具給付事業
・日中一時支援事業　　　　　　　　・重度心身障がい児者医療費助成事業
・あったかふれあいセンター事業　　・自立支援医療費助成事業
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 （5）母子・父子・寡婦福祉の充実
生活の安定と充実を図るため、自立支援教育訓練給付事業などの就労支援を図ると
ともに、家庭児童相談室の充実を推進し、相談や指導が適時受けられるように取り組
みます。
	
①生活支援の充実
市の民生・児童委員や社会福祉協議会、県福祉保健所などとの連携を強化して、生
活相談・就業相談などを充実し、教育・医療などの経済的支援や生活指導を行うとと
もに、母子・父子・寡婦世帯の生活の安定と充実を推進します。

【主要事業】
・児童扶養手当支給事業
・ひとり親家庭医療費助成事業

②就業支援の充実
母子家庭等就業・自立センターなど関係機関と連携を強化し、就業に係る巡回相談
や求人を開拓する就業促進活動を推進し、就業支援の充実を図ります。
また、県の貸付制度の窓口として、技能修得資金や修業資金、就職支度金などの周
知を図るとともに、適切・迅速な対応に努めます。

【主要事業】
・母子家庭自立支援教育訓練事業

③経済的支援の充実
生活の安定と自立を促進し、児童の福祉の増進を図るため、児童扶養手当やひとり
親家庭医療費の助成、母子家庭自立支援教育訓練事業費補助金などの経済的な支援の
充実を図るとともに、生活資金や住宅資金、修学資金などの貸付制度の活用を促進し
ます。

【主要事業】
・母子、寡婦福祉資金貸付事業
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（6）社会福祉の充実
福祉サービスを総合的に利用することのできる体制づくりや地域で安心して暮らす
ことのできる環境の整備などにより、市民の支え合いによる地域福祉の形成に取り組
みます。

①地域福祉の推進
社会福祉法の理念に基づき策定した「室戸市地域福祉計画」に沿って、子どもから
高齢者まで、年齢や性別、障がいの有無に関わらず、誰もが地域においてその人らし
く心豊かに充実した生活を送ることができるよう、地域住民や社会福祉に関係する事
業や活動をしている人々が相互に協力して、共に支え合う社会の実現を目指し、地域
福祉を推進します。

【主要事業】
・地域福祉計画の推進
・活動計画への支援

②福祉サービスの充実
地域で支援を必要としている方に対し「地域包括支援センター」や「障がい者相談
支援事業所」などが相談窓口になり、利用者に適切なサービスを提供できるように、
福祉ネットワークの確立を図ります。
また、高齢者や障がい者の外出支援や市民参加型の在宅福祉、地域密着型など、各
種福祉サービスの充実を図るとともに、地域住民やボランティア団体、NPO組織な
どと連携して、新たな福祉サービスの創出に努めます。

【主要事業】
・障がい者相談支援事業
・あったかふれあいセンター事業
・社会福祉協議会補助事業
・福祉医療費助成事業（乳幼児等医療費助成）
・生活困窮者自立支援事業
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③社会福祉施策の充実
すべての市民が自分たちの住んでいる地域に関心を持ち、地域住民相互のふれあい
を大切にするとともに、困りごとを助け合う「ご近所ボランティア」、高齢者や障が
い者、子どもに声かけや訪問をする「見守りネットワーク」など、地域で支え合う仕
組みを推進します。
また、生活に困っている方に対しては、その程度に応じて必要な保護を行い、文化
的な最低限度の生活を保障するとともに、自分で自分の暮らしを支えられるよう支援
します。

【主要事業】
・民生委員、児童委員協議会活動支援事業
・住宅手当緊急特別措置事業
・生活保護の適正化の推進
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■大綱 3　心身ともに健やかな子どもの育成　体系図
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大綱 3　心身ともに健やかな子どもの育成（教育・スポーツ・文化）

 
（1）保育・学校教育の充実
保育所・園は、子ども達の人間形成にとって極めて重要な時期に、その生活時間の
大半を過ごす場であり、望ましい未来をつくり出す力の基礎を培うために、保育内容
の充実や保育環境の整備、保育職員の資質向上などに努めます。
学校教育は、複式・小規模校の課題への対応やキャリア教育の推進（保小中一貫教
育）、校舎の老朽化による改築、耐震補強などの教育環境の整備を進めるとともに、「ふ
るさとを愛し、豊かな心を持ち、たくましく生きる力」の育成を目指し、学習推進体
制の充実を図り、教育環境の整備を推進します。

①保育サービスの充実
子ども子育て支援計画に基づいた特別保育事業のサービスを継続するとともに、地
域との交流や体験活動の充実、子育て相談の向上を図るなど創意工夫に努め、サービ
スの充実を図ります。
また、保育職員の職場内外での研修の充実や専門性を高める研修を推進して、資質
の向上を図ります。

【主要事業】
・特別保育事業　　　　　　　・多子世帯保育料軽減事業
・地域活動事業　　　　　　　・二人目同時入所保育料軽減事業
・地域子育て支援拠点事業　　・保育士人材育成事業
・家庭支援推進保育事業

②保育環境の整備
南海トラフ地震に備えるため、保育所の統廃合高台移転等や施設の耐震補強や改修
などを進め、安全な環境づくりを推進するとともに、地域・保護者などと協力して、
温かな雰囲気と生き生きとした活動の場づくりを推進します。
また、保育・小中学校の一体的な取り組みを進めることにより、小学校との連携事
業を推進するとともに、外国語指導助手の派遣を実施するなど、保育の充実に努めます。
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【主要事業】
・保育所改修事業　　・ALT 交流事業
・保小中連携事業　　・統廃合高台移転事業

③学校教育内容の充実
国・県の学力向上に係る補助事業を活用するとともに、「教育アクションプラン」
や小学校と中学校の連携事業、外国語指導助手の派遣、特別支援教育などを推進し、
子どもたちの基礎学力の向上と自己学習の定着化を図ります。
また、中学校と市内唯一の県立高校である室戸高校の連携事業を推進し、特色ある
高校となるよう支援態勢を強め、地域で一体的な教育に努めます。

【主要事業】
・学力向上アクションプラン　　・保小中連携事業（キャリア教育の推進）
・自立支援アクションプラン　　・特色ある学校づくりアクションプラン
・小学校外国語活動推進事業　　・中高連携事業
・室戸高校支援事業

④家庭・学校・地域社会の連携教育の推進
児童・生徒の地域行事への参加や体験活動やボランティア活動の実践など、「ふる
さと教育」を推進し、国立室戸青少年自然の家や室戸世界ジオパークセンター等を活
用した自然体験学習の実施に努めるとともに、家庭での基本的な生活習慣や学習習慣
を身につけるように、PTA活動などの地域との連携教育を推進します。

【主要事業】
・自然体験学習事業　　　　　　　　　　　  ・ボランティア活動推進事業
・地域活動交流事業（伝統文化の継承等）　　・ジオパーク教育推進事業

⑤教育環境の充実と施設整備
教職員が研究機関の実施する研修会に積極的に参加するなど、資質や指導力の向上
を図るとともに、不審者などの対策として、スクールガードリーダー巡回指導の推進
により、児童生徒の安全管理の徹底を図ります。
また、校舎などの耐震補強を完全実施し、施設の整備を推進します。
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【主要事業】
・学校施設整備事業（非構造部材耐震化）　　・教職員住宅整備事業
・学校給食センター整備事業　　　　　　　  ・スクールガードリーダー巡回指導
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 （2）生涯学習の充実
市民一人ひとりが自主的・主体的に学習できる機会の提供を図り、官民一体となっ
た、子どもから高齢者まで幅広い年代に対応できる学習援助を図るとともに、施設整
備や施設の有効利用にも努めます。

①生涯学習推進体制の充実
市民一人ひとりが自主的・主体的に学習できる機会の提供を図り、情報の内容を広
げて参加を促進するとともに、官民一体となった生涯学習体制の充実に努めて、子ど
もから高齢者まで、幅広い年代に対応できる学習援助を推進します。
また、各種学習サークルや学習団体などの活動の充実に向けた支援を図るとともに、
新たな活動団体の育成に努めます。

【主要事業】
・生涯学習計画の策定　　・室戸市文化芸術フェスティバル
・室戸市民講座　　　　　・室戸市美術展覧会

②生涯学習施設の基盤強化
既存施設の整備を進めるとともに、小中学校の再編にともない廃校となった校舎や
体育館、運動場などの施設や跡地の活用を計画的に進め、生涯学習施設などの充実を
図ります。

【主要事業】　　・生涯学習施設整備事業

③図書館サービスの充実
図書館にオンラインシステムを導入して、図書の貸し出しや蔵書の管理、他市町村
の図書館との図書の交流を図るなど、図書館機能を整備し、サービスの充実を図ります。
また、保育所・学校・公民館への巡回図書の継続、障がい者へのサービスの充実を
図るとともに、県立図書館との連携を強化するなど、市民の要望に沿った図書の充実
に努めます。

【主要事業】
・市民図書館業務電算化事業　　・巡回図書（保育所・学校・公民館）
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（3）生涯スポーツの充実
市民が身近で手軽にスポーツを楽しめる施設として、公民館ホールや学校体育館の
整備・開放を進め、総合型地域スポーツクラブと連携して、健康増進やレクリエーショ
ンのプログラムなどの研究・開発を進めます。

①市民スポーツの推進
気軽にスポーツが楽しめるように、身近な公民館のホールや学校体育館の開放を進
めるとともに、室戸市中央公園・高知県立室戸広域公園の施設を利用した市民スポー
ツの推進を図ります。

【主要事業】
・春秋バレーボールリーグ　　・室戸岬一周駅伝競走
・健康マラソン大会　　　　　・グランドゴルフ
・ペタンク　　　　　　　　　・ビーチボールバレー

②総合型地域スポーツクラブとの連携
子どもから高齢者まで、様々なスポーツを愛好する人々が、それぞれの志向・レベ
ルに合わせて参加しやすいように、「総合型地域スポーツクラブ」と連携して、健康
増進やスポーツ・レクリエーションプログラムの研究事業を進めます。

【主要事業】
・体力づくり市民大会
・室戸市体育祭
・市民ウォーキング大会

③指導者の育成とスポーツ交流事業の推進
室戸市体育会やスポーツ少年団本部などのスポーツに関わる団体への支援を充実す
るとともに、スポーツ指導者やボランティアの育成・確保を図ります。
また、 広域的な大会やイベントの開催を実施して、スポーツによる交流を積極的に
推進します。
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【主要事業】
・スポーツ少年団駅伝競走大会
・高知県少年野球春季選手権大会
・指導者育成推進事業

④各種スポーツ合宿の充実
室戸市中央公園及び県立室戸広域公園内の施設整備を行うとともに、室戸青少年自
然の家などとの連携を図り、スポーツ合宿の誘致に努めます。

【主要事業】
・テニスコート整備事業
・都市公園事業室戸広域公園屋内運動施設建設負担金事業
・スポーツ合宿誘致促進事業
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 （4）伝統文化の活用・継承
本市の持つ有形・無形の文化財、祭り、郷土芸能、歴史的町並みなどは、その保存・
整備事業を進め、地域の活性化のために活用し、観光資源などの新たな魅力へとつな
げるとともに、次世代へ継承していきます。

①吉良川の町並みの保存・活用
歴史的景観である吉良川の町並みは、平成 9年に文化庁から「重要伝統的建造物
群保存地区」に選定されて以来、観光客などが年々増加し、地域振興にもつながって
います。
保存活用計画に基づいて、美しい町並みの復元・保存に努めるとともに、空き家対
策・地場産品の開発・販売促進を推進します。

【主要事業】
・重要伝統的建造物群保存地区保存事業（伝建物修理・非伝建物修景）

②地域文化・伝統芸能の保存・活用
郷土芸能や祭りなどは、先人の喜びや祈りなどが、そのまま歌や踊りなどとなって
伝えられてきたもので、本市にも各地区で数多く受け継がれています。
地域にとって、とても大切なものであるので、その保存や活用を支援するとともに、
後継者の育成の取り組みを進め、観光資源として有効に活用して、地域の活性化につ
なげます。
また、捕鯨や鯨文化は、関係資料をキラメッセ室戸鯨館や室戸市立市民図書館に展
示しており、新たな歴史的資料などの収集に努めるとともに、「土佐室戸勇魚太鼓」
を活用するなど、鯨文化と歴史を誇る鯨の里づくりに取り組み、全国に情報を発信し
ます。

【主要事業】
・伝統芸能等保存事業
・土佐室戸鯨舟競漕大会
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③文化財の保存・活用
地域の心のよりどころ・宝として、守り継がれてきた文化財を後世に伝え残すため
に、調査のうえ適正な修理や修復を行うとともに、地域の歴史や文化への理解や新た
な発見につなげるために、資料の展示・公開などに有効活用をして、地域の活性化に
つなげます。

【主要事業】
・室戸に伝わる民話に関する冊子の刊行事業
・文化財の保存・管理活用計画の策定
　（室戸岬名勝天然記念物管理活用計画作成事業）
・文化財に対する記念事業
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（5）青少年の健全育成
次世代を担う青少年の健全な育成は、市民共通の願いです。良い環境の中で、社会
の一員として愛され、心身とも健やかに成長できるよう、学校・家庭・地域・関係機
関が連携を深め、見守っていきます。

①関係機関との連携の推進
学校・家庭・青少年補導センター・家庭児童相談室・教育研究所・警察など関係機
関が連携を深め、情報共有を図り、青少年の不良や非行行為の根絶を目指し、健全育
成に努めるとともに、地域の教育力向上のため、各種社会教育関係団体への育成や支
援を行います。

【主要事業】
・補導センター事業
・警察・補導センター連携事業

②育成活動の充実
関係機関と連携して、市街地での放課後や夜間・夏休みなどでの街頭補導や薬物乱
用防止・非行防止教室などを継続して実施するとともに、各地域においての補導委員
会を開催し、地域ぐるみで青少年を見守っていきます。
また、各種イベントにおいても青少年育成事業の啓発活動を行います。

【主要事業】
・青少年の非行・被害防止全国強調月間及び社会を明るくする運動
・地域ぐるみの児童健全育成活動推進事業
・補導委員会活動
・「家庭の日」啓発事業（毎月第 3 日曜日）
・薬物乱用防止教室
・初発型非行防止教室
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③総合的放課後対策事業の推進
子どもたちの健やかな育成と豊かな学びを支援するとともに、保護者の仕事と子育
ての両立を支援するため、子どもたちの放課後の安心・安全な居場所づくりを推進す
るとともに、学校・家庭 ･地域が一体となった子どもを育てる体制づくりや社会全体
の教育力の向上を図ります。
また、学校支援地域本部を設置し、学校、家庭及び地域住民相互の連携及び協力を
推進するため、学校を核として地域住民等の参画や地域の特色を生かした事業を展開
していきます。

【主要事業】
・放課後児童クラブ
・放課後子ども教室
・放課後学習室（中学校）
・学校支援地域本部の充実
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■大綱 4　安心して暮らせるまちづくり　体系図
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大綱 4　安心して暮らせるまちづくり（防災・交通・情報通信）

（1）防災対策の充実
近い将来、高い確率で起きると予想されている、南海トラフ地震などの災害に備え、
避難・防災計画など、防災に関係する方針を明確にし、救急・救助・消防技術の高度
化に対応するため、消防職員の訓練、研修による資質の向上、消防団や自主防災組織
の育成と機能強化を図り、市民一人ひとりの防災意識の啓発を行います。
また、公共施設などの避難施設は、耐震補強などの整備を進めます。

①防災計画などの策定
災害発生時における避難所や救護所等の機能配置計画や、行政業務を継続させるた
めに必要である業務継続計画（BCP）などを策定し、応急期での円滑な対応を図ります。
また、室戸市地域防災計画（一般対策編・地震及び津波災害対策編）について見直
しを行うとともに、避難行動要配慮者への個別避難支援計画を策定し、関係機関・団
体における情報共有を図り、避難行動要配慮者の円滑な避難支援に向けて取り組みま
す。

【主要事業】
・災害時避難行動要配慮者対策事業（要配慮者台帳システムの整備）
・応急期機能配置計画策定事業
・業務継続計画策定事業（BCP）
・木造住宅耐震化促進事業
・地震火災対策計画策定事業
・災害時応援協定の推進

②防災施設・救急体制の充実
南海トラフ地震などにより、長期孤立が想定される地域へのヘリポートの整備を進
めるとともに、備蓄倉庫を建設し、防災資機材や食料などの備蓄の充実を図ります。
また、消防は、訓練や研修の励行により知識技術の取得に努め、消防・救急・救助
活動における災害対応力の向上を図るとともに、より高度な救急処置による救命率の
向上のため、救急救命士の養成を強化します。
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【主要事業】
・救急救命士養成推進事業
・応急手当等講習会
・防災用貯水槽整備事業
・防災用資機材、備蓄食料等購入事業
・津波避難タワー避難路等整備事業
・備蓄倉庫整備事業
・住宅用火災報知器普及事業
・防災ヘリ発着場整備事業

③消防施設などの整備
消防分団を含めた、消防施設・車両・設備・機械器具などを計画的に更新するとと
もに、最新鋭の資機材を配備するなど整備を進め、各種災害に迅速かつ的確に対応し
ます。

【主要事業】
・消防防災施設等整備事業（タンク車・ポンプ車・積載車他）
・消防団拠点施設整備事業（分団屯所建替工事）

④自主防災活動の推進
自主防災活動の推進を図るため、自主防災組織リーダーの育成や防災士の養成、子
ども防災リーダーの育成に努めます。
また、防災訓練の若者の参加促進を図り、大規模な災害などが発生した場合、地域
住民がお互い助け合いのできるネットワークづくりを進めます。

【主要事業】
・自主防災組織育成事業
・リーダー育成事業（防災士、子ども防災リーダー）
・防災講演会
・防災訓練
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 （2）道路の整備促進
国・県道は、重要項目として積極的な要望を行い、早期の整備促進を図っていくと
ともに、市道は、新設・既設改良を進め、交通安全施設の定期点検による計画的な修
繕を進めます。
また、通学路緊急合同点検などに基づき、通学・通園路の安全環境の整備を図ると
ともに、市民のニーズに応じた、さらなる道路環境の整備を進めます。
農道・林道は、農林業の生産活動の基盤であり、その整備拡充を進めます。

①市道の計画的整備
市道については、市民生活に直結するもので、市民ニーズに応じた道路環境の整備
が必要であり、既設道路の改良・拡幅や新設などの整備を進めるとともに、反射鏡・
防護柵の交通安全施設などの修繕・新設により安全・安心な通学・通園路の整備を併
せて進めます。
また、橋梁の定期点検など、道路の適正管理に努めます。

【主要事業】
・社会資本整備総合交付金事業（市道新設・改良・橋梁架け替え・橋梁定期点検・

避難道路整備）
・狭隘道路拡幅整備事業
・交通安全施設整備事業
・県営工事負担金事業（県道整備）

②交通ネットワークの充実
交通ネットワークを構築するため、一般国道 55号の改良や歩道整備、地域高規格
道路へのアクセス道路や国道の通行止めに対応するバイパス道路の整備などに対し
て、国・県に積極的に要望していきます。

【主要事業】
・四国 8 の字ネットワーク整備促進 四国東南部連盟
（一般国道 55 号・阿南安芸自動車道整備促進期成同盟会、高知東部自動車道
促進期成同盟会 他）



67

M U R O T O  M A S T E R  P L A N

（3）情報化社会の構築
市内全域に整備した光ファイバーなどの情報通信基盤施設の利活用や携帯電話不感
地域の解消に取り組むことなどにより、地域内外との情報・通信格差の解消を図り、
高度情報化社会を構築します。

①地域情報化の推進
市内全域に整備した光ファイバーなどの情報通信基盤施設の更なる利活用により、
防災対策、福祉対策、観光、産業振興などの経済振興対策など各分野の推進を図ると
ともに、携帯電話不感地域の解消など、情報格差の解消に向けた取り組みを引き続き
おこなっていきます。

【主要事業】
・携帯電話等エリア整備事業
・公共施設への Wi-Fi フリースポット整備事業
・要援護者見守りサービス事業

②インターネット利活用による情報発信の強化
安心して暮らせるまちづくりや移住促進など新しい人の流れをつくるため、ジオ
パークをはじめとする観光情報や移住促進に係るホームページのリニューアル、及び
エリアメールやフェイスブックなどによる災害情報の速やかな伝達など、インター
ネットを利活用した情報発信力を強化していきます。

【主要事業】
・ホームページのリニューアル
・エリアメールやフェイスブックによる災害情報伝達
・ふるさとチョイス等の活用によるふるさと納税の推進
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（4）公共交通の利用促進
公共交通は、鉄道が通じていないため、バス路線が市民の主要な手段となっており
ます。
甲浦・奈半利間について、連絡バスなど効果的な運行や地域公共交通として地域に
最も適した交通システムの導入を進めます。

①バスなどの利用促進
本市は、鉄道が通じていないため、一般乗合バス路線が市民の公共交通手段となっ
ていますが、利用者の減少によってバス事業者の経営は悪化しています。
その維持確保のため、引き続き補助金などの経済的支援を継続するとともに、近隣
市町村や事業者と連携して、バス路線やバス停、目的地などの調査を行い、現況の把
握に努め、利用の促進を図ります。

【主要事業】
・生活バス路線運行維持費事業
・高知県地域交通協議会東部ブロック会議の充実
・空港連絡バス対策事業
・徳島バス利用促進事業

②生活交通の確保
高齢者や中山間地域で生活している方々の通院や買い物など、交通手段の確保が大
きな課題であります。
コミュニティバスやデマンド交通の調査研究を行い、地域に最も適した交通システ
ムの導入を進めます。

【主要事業】
・地域交通ネットワーク推進事業
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（5）港湾の整備促進
国道とつながる臨港道路の整備や背後地の利活用などを進めるとともに、万全な防
災対策機能などを有した港湾の整備を進めていくよう、国や関係機関に積極的に要請
するなど、地域の団体と連携して取り組みます。

①港湾の整備
本市は、室津港と佐喜浜港の 2つの地方港湾を有しており、地域の産業や経済発
展の基盤として重要な役割を持っています。
室津港は、四国沖の航路における避難港として整備をするとともに、作業ヤードに
つながる臨港道路や背後地の利活用などの整備を推進します。
佐喜浜港は、湾内静穏性を確保するための整備とともに、漁業振興やホエール・ウ
オッチングの母港化を図るなど、地域の港として活性化を推進します。

【主要事業】
・県単独負担金事業（室津港）
・地方港湾改修負担金事業（佐喜浜港）

②防災拠点としての整備
室津港の作業ヤードを防災拠点として位置づけ、災害時に備えるとともに、市や地
域のイベント会場としての利用や地域住民の避難訓練の場所としての利用、南海トラ
フ地震や台風による災害発生時の救援物資の陸揚げなどの防災拠点としての利用を地
域の団体などと連携して、積極的に推進します。

【主要事業】
・地域団体連携事業
・自主防災活動事業（防災訓練等）
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■大綱 5　人権が尊重される地域社会づくり　体系図
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大綱 5　人権が尊重される地域社会づくり（人権）

（1）人権啓発事業の推進
「室戸市人権施策推進計画」を 3年ごとに見直し、これに基づき教育分野や意識啓
発などの取り組みを今後も積極的に行います。
また、同和問題をはじめ、女性や子ども、高齢者、障がい者、外国人、HIV 感染者など、

あらゆる偏見をなくし、基本的人権が尊重される地域社会づくりをより一層進めてい
きます。
市民館は人権啓発活動の拠点として、地域や関係機関との連携を一層深め、啓発・
交流・学習事業の促進に努めるともに、高齢者や障がい者の利用に配慮するなど、誰
もが気軽に利用できる地域のコミュニティ施設としての取り組みを継続します。

①啓発活動の充実
広報むろと、市ホームページやむろと光チャンネルなどを活用した広報活動を行う
とともに、講演会や学習会、街頭啓発パレードや企業訪問などにより、啓発に努めます。
また、人権擁護委員による人権相談を継続して実施し、人権の擁護にも努めます。

【主要事業】
・室戸市人権施策推進計画の推進　　　　　　  ・街頭啓発パレード
・「部落差別をなくする運動」強調旬間事業　　・「人権の花」運動
・「人権週間」記念事業　　　　　　　　　　　 ・人権相談事業

②市民館サービス・事業の充実
市民館で行われている、デイサービスや地域交流促進事業などを引き続き実施して、
サービス・事業内容の充実に努め、地域内外の市民の相互理解と人権問題解決へ向け
て意識の高揚を図るとともに、周辺地域巡回事業にも積極的に取り組んで、相談事業
や高齢者の見守りを行っていきます。
さらに、教職員の資質向上を図るため、各種研修会、講演会などへの参加を積極的
に行います。
また、施設の老朽化などの対策として耐震補強・改修工事を実施し、高齢者や障が
い者に配慮した、利用しやすい施設の整備を進めます。
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【主要事業】
・隣保館運営事業（基本事業・特別事業）
・市民館施設整備事業（耐震補強改修工事）



73

M U R O T O  M A S T E R  P L A N

 （2）人権教育の推進
市民や企業、団体などとの連携・協力をさらに進め、人権学習会など多くの学習機
会を通じた人権教育を推進するとともに、引き続き奨学資金や入学準備金などの経済
的支援を行い、教育の均等を図り、社会の発展に貢献できる人材育成に努めます。

①人権教育の推進
市民の生涯学習の場に出向いて、人権学習会である「人権教育出前講座」を充実さ
せるとともに、企業や団体などとの連携・協力をさらに進め、多くの学習機会を通じ
た人権教育を推進します。

【主要事業】
・人権教育推進事業（人権教育出前講座など）
・教育集会所利用促進事業

②奨学資金の充実
教育の機会均等を図り、文化の向上と社会の健全な発展に貢献できる人材育成のた
め、高等学校以上の生徒に奨学資金、大学進学者に入学準備金を貸与する制度を継続
します。
また、家庭的な事情などで進学に不安を抱えている生徒の進路の保障と経済的な負
担の軽減を図ります。

【主要事業】
・奨学資金貸与事業（奨学資金貸与・入学準備金貸与）
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（3）男女共同参画社会の推進
男女がともに、責任と喜びを分かち合え、すべての人の個性を尊重し、仕事と家庭
の両立やあらゆる社会活動への参加を実現し、女性の人権が男性と対等・平等に保障
されるまちづくりを目指します。
「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」が平成 27年 9月に施行されま
したが、この法律では、自らの意志によって職業生活を営み又は営もうとする女性の
個性と能力が十分に発揮されることが、豊かで活力ある社会の実現を図るためには重
要であるとしています。
この法律に基づき、室戸市女性の職業生活における活躍の推進計画（仮称）を策定
し、女性が職業生活において活躍できる社会の形成に向けて取り組みます。
なお、平成 20年に策定した室戸市男女共同参画プランは平成 29年度までの計画
であるため、平成 30年度以降はこの推進計画に沿って、男女共同参画社会の推進、
女性の職業生活における活躍の推進に取り組みます。

①男女共同参画の意識づくり
家庭・地域・学校・職場といったさまざまな場面で、男女がお互いの人権を尊重し、
一人ひとりの個性と能力を発揮できるような教育・啓発活動を推進します。
また、男女平等・人権尊重の意識の高揚を図るため、講演会や研修会、講座などの
啓発活動を積極的に行い、あらゆる機会を通して、男女共同参画の意識づくりを推進
します。

【主要事業】
・室戸市男女共同参画プラン事業（平成 30 年度以降は室戸市女性の職業生活

における活躍の推進計画（仮称）事業）

②男女共同参画の推進
男女共同参画社会を実現するため、育児休業制度、看護休暇制度などの普及啓発に
努め、男女が等しく働き続けられる環境の整備に取り組みます。
また、市の審議会など、方針決定の場における女性の登用の拡大を図り、あらゆる
政策や方針決定過程への女性の参画を進めるため、女性リーダーの育成に努めます。

【主要事業】　　・啓発リーダー養成事業
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■大綱 6　暮らし良い生活環境づくり　体系図
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大綱 6　暮らし良い生活環境づくり（生活環境）

 （1）生活環境の改善
本市の地形や厳しい財政状況などにより、下水道整備事業の実施は大変困難であり
ますが、水質改善などの環境保全を図るため、補助金の活用などにより、合併処理浄
化槽設置を一層推進するとともに、公営住宅の整備に取り組みます。
また、集落支援員を配置するなど、地域住民と協働で維持・再生の取り組みを進め
ます。

①住環境の整備
本市は財政状況が厳しく、また地形的にも下水道事業に取り組むことは難しい状況
にありますが、水質改善など環境保全を図るため、補助金を活用して、単独処理浄化
槽の撤去及び合併処理浄化槽の設置を一層推進します。
また、市営住宅は、高齢者や障がい者に配慮した維持補修建替事業を推進しま
す。	

【主要事業】
・合併処理浄化槽設置費補助事業　　　・中山間地域生活支援事業
・公営住宅整備等事業　　　　　　　　・国土調査事業
・公営住宅ストック等総合改善事業　　

②集落の整備
集落支援員を配置し、県とも連携して集落の課題やニーズなどの実情把握や分析に
努めます。また、市民との話し合いを重ね、生まれ育った地域で安心して暮らし続け
ることができるよう、集落の日常生活を支える仕組みや、みんなで支え合う仕組み、
活性化につながる仕組み、生活環境施設の整備など、集落の規模や状況に応じた取り
組みを一体的に推進していきます。

【主要事業】
・集落支援員設置事業　　・集落道の維持管理事業
・集落維持、再生事業
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（2）循環型社会の形成
廃棄物は、施設で適正に処理されていますが、さらにゴミの減量化を進めるとともに、
不法投棄監視パトロールの強化を図り、ゴミの少ないきれいなまちづくりに努めます。

①循環型社会の推進
地域・家庭・学校・企業などと連携をして、コンポストやマイバックの普及に努め、
使い捨て商品などの購入をなるべく控えるとともに、不要品を捨てずに再使用し、再
使用できないものはリサイクル商品として再利用するなど、ゴミ減量の 4つの Rを
推進し、徹底したゴミの減量化を図ります。
また、市街地や道路・海岸などの清掃活動や河川の浄化活動、環境に関する教室や
パネル展示などの定期的な開催、ポスター・パンフレット配布などの啓発活動に努め、
廃棄物や天然資源の消費を抑えるなど、環境保全の意識の向上を図り、環境への負荷
ができる限り減らされる「循環型社会」の形成を目指します。

【主要事業】
・エコリサイクル活動交付金事業
・環境審議会
・市内全域一斉清掃
・むろとの日実行委員会事業（美化活動）
・ゴミ減量化促進補助事業

②廃棄物の適正処理の推進
本市の一般・粗大・可燃性大型粗大ゴミは、安芸広域メルトセンターで、資源・鉄
製大型粗大・埋め立てゴミ、し尿は、芸東衛生組合の各施設で適正に処理されています。
また、不法投棄が増加の傾向にあるため、定期的に実施している不法投棄の監視体
制を警察など関係機関との連携を強化して、廃棄物の適正処理を推進します。

【主要事業】
・不法投棄対策事業
・ゴミ撤収・回収、立看板設置事業
・不法投棄監視パトロール
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（3）水道施設の整備促進
水の有効活用を図るため、漏水対策を実施し、有収率の向上に努めるとともに、中
長期的な更新計画を作成し、水道施設の整備に取り組みます。
飲料水供給施設の整備が必要な地域は、安定的な飲料水の確保と提供を図るため、
現状把握に努めるとともに、既存施設の改修や新設を計画的に進めます。

①水道施設の整備
「安全でおいしい水」を安定的に供給できるように、水源地や配水池の整備及び配水・
送水用の老朽管の布設替を行うなど、施設の整備を進めます。
また、水の有効利用を図るため、漏水対策を計画的・恒常的に実施して有収率の向
上に努めるなど、水道施設を効率的に管理し、安定給水と経営基盤の充実・強化を図
ります。

【主要事業】
・水源地・配水池整備事業
・老朽管布設替事業

②飲料水の確保と提供
飲料水供給施設の整備が必要な地域については、安定的な飲料水の確保と提供を図
るため、現状把握に努め、既存施設の改修や新設を計画的に進めます。

【主要事業】
・飲料水供給施設整備事業
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（4）新エネルギーの利用促進
風力発電や太陽光・木質バイオマスの利用など、身近で環境にやさしいクリーンな
エネルギーの利用を促進するため、関係機関や関係団体との連携を強化し、新エネル
ギーの利用促進に積極的に取り組みます。

①自然エネルギーの利用・普及啓発の促進
本市は、日照時間が長く、年間を通じて安定した強風が山沿いを中心に吹くなど、
自然エネルギーの資源に恵まれています。一方で、日本でも有数の台風の上陸地でも
あり、南海トラフ地震の発生も近い将来確実視されています。
災害時における電源などへの活用を図り、エネルギーの自給率の向上をめざすとと
もに、地域にあるエネルギー資源を地域で有効活用するため、太陽光発電などの自然
エネルギーの利用を促進します。
また、市民の利用する公共施設への先導的な導入を進めるとともに、市民が新エネ
ルギーに関心を持ち、自らの導入につながるように、情報提供などに努め、普及啓発
を推進します。

【主要事業】
・太陽光発電システム設置費補助金事業
・自然エネルギー普及啓発事業
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■大綱 7　健全な行財政基盤の確立　体系図
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大綱 7　健全な行財政基盤の確立（行財政）

（1）市政運営の改革
市政懇談会の開催や市民満足度調査の実施、まちづくり条例の制定などにより、市
民の声を市政に反映する仕組みを構築し、市民・地域との協働によるまちづくりに取
り組むとともに、地方分権への対応などを推進します。

①市民との協働の推進
地域に活力を取り戻すためのまちづくりを進めていくために、行政の中だけの発想
ではなく、市政懇談会の開催や市民満足度調査の実施を継続して推進します。
市ホームページでの意見の公募や地域で活動している各種団体との協議により、地
域における課題や要望などの把握に努め、市民の声を十分に市政に反映させます。
また、地域行政の窓口として、常会との連携のあり方を検討するなど、「まちづく
り条例」の制定に取り組み、「協働のまちづくり」を積極的に推進します。

【主要事業】
・まちづくり条例の制定
・地域コミュニティセンター事業の推進
・市政懇談会の推進
・まちづくり等ワークショップの推進
・市民満足度調査

②権限移譲事務への適切な対応
国は、平成 22年 6月に「地域主権戦略大綱」を閣議決定し、県はそれに基づき、「市
町村への権限移譲推進プラン」を策定しています。引き続き権限移譲に関する情報の
収集を行い、権限移譲についての議論の場を設け、パスポート発給申請の受理・交付
や浄化槽の設置届出の受理など、市民サービスの向上につながる移譲事務の積極的な
受け入れを推進します。

【主要事業】
・権限移譲の推進
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 （2）行政運営の改革
新たな電算システムの活用により、行政の事務の効率化を図ります。住民にとって
わかりやすく利便性の高い行政サービスの提供や情報公開など、高度情報社会に対応
した行政情報化の推進や民間委託可能業務の委託推進、指定管理者制度の推進や見直
しを行い、市民サービスの向上に積極的に取り組みます。

①行政情報化の推進
新たに導入した電算システムの利活用により、業務の簡素・効率化を図り、行政サー
ビスを迅速に行います。
インターネットやケーブルテレビなどを活用し、住民にとって分かりやすく利便性
の高い情報提供の推進に努め、行政情報化の推進を図るとともに、併せて、個人情報
の保護と安全性・信頼性の確保に十分留意し、情報化推進体制の整備を進めていきます。

【主要事業】
・ケーブルテレビでの議会中継の充実
・情報セキュリティ研修

②民間活力導入の推進
これまで、保育所や地域包括支援センター業務など、多くの分野で民間委託を推進
してきました。職員の削減を進める中で、効果的・効率的なサービスを実現するため、
さらに民間活力の導入を図るとともに、公共サービスのコスト削減と質の向上を目指
し、可能な業務について、民間委託を推進します。
また、市の施設に指定管理者制度を導入し、施設利用者サービスの向上及び管理経
費の削減につなげていますが、モニタリング（監視）の実施や評価を適切に行うこと
により、施設の適正管理や利用者のサービス向上に努め、引き続き指定管理者の公募
を実施するなど、指定管理者制度の有効活用を図ります。

【主要事業】
・民間委託推進事業
・指定管理推進事業
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（3）財政運営の改革
市税など収納率向上対策の推進や市有財産の処分及び有効活用、国・県の補助制度
の活用による財源確保や徹底した内部管理経費の削減、特別会計の健全化など、財政
健全化の取り組みを推進します。

①財源の確保
市税など収納率の向上を図るため、平成 19年度に滞納整理課を新設して、徴収強
化に取り組み、徴収率の改善が図られてきたところです。
平成 28年度より、安芸広域市町村圏事務組合に、租税債権等管理部門が設置され
ることにより、名称を滞納整理課から債権管理課に変更し、今後は、財源確保は元よ
り、負担の公平性を保ち、債権管理と回収のさらなる適正化を図ります。市有地につ
いては、公有財産取得及び処分委員会での定期的な検討や市のホームページの利活用
などにより、売却や貸付を行います。
さらに、ふるさと納税制度による寄附金については、平成 26年度から本格的に取
り組みを始め、歳入の確保につながっており、引き続き取り組みを推進します。
また、本市は地方交付税の歳入に占める構成比が高く、国の政策などによる影響を
大きく受けやすい、極めて不安定な財政構造となっていますので、国への特別交付税
や事業要望を行うとともに、補助制度などの活用により、財源確保に向けた取り組み
を推進します。

【主要事業】
・債権管理推進事業
・徴収率向上対策事業
・ふるさと室戸応援寄附金の増額への取り組み

②財政健全化の推進
市債の管理については、普通建設事業の計画的な実施による新規債の発行や過疎債
などの有利債の活用などにより、元利負担の軽減を図り、単年度実質公債費比率や起
債残高の抑制に努め、引き続き適正な運営に努めます。
また、庁内の経費の総点検による見直しや補助事業の見直し、各公共施設の維持管
理費の削減、事業費などの PDCAサイクルの確立、国民健康保険事業特別会計の赤
字対策など特別会計の健全化により、徹底した財政健全化の取り組みを進めます。
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平成 28年度で「第 2期　新・室戸市行財政改革プラン」の実施期間が終了するため、
平成 29年度以降についても「第 3期　新・室戸市行財政改革プラン（仮称）」を策定し、
財政健全化に努めます。

【主要事業】
・第 2 期　新・室戸市行財政改革プランの推進（平成 26 〜平成 28 年度）
・第 3 期　新・室戸市行財政改革プラン（仮称）の策定（平成 29 年度〜）
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（4）組織の改革・人材の育成
市の組織・機構や事務事業、職員の定員管理の見直し、人事・給与制度の適正化、
職員の意識改革など、組織の効率化と人材の育成に取り組みます。

①組織・機構などの見直し
関係課の調整機能を強化するため、庁内の行政経営改革プロジェクトチームにおい
て、課や班の統廃合を推進するとともに、出先機関の執行体制の見直し、学校・保育
所の統廃合及び民営化、事務事業の改善、技能労務職給与の適正化、人事評価制度の
実施、職員定数の適正化と組織の見直しを推進します。

【主要事業】
・室戸市行政経営改革プロジェクトチーム
・人事評価制度の実施
・課長会の開催

②職員の意識改革
地方分権の進展や市民ニーズの複雑・多様化などにより、地方公共団体が担う役割
が増大する一方、厳しい財政状況を背景に職員数の削減に取り組んできましたが、市
民のニーズに的確に対応した行政を進めていくため、引き続き「こうち人づくり広域
連合」の研修事業や職場内講師研修などを活用して、職場内外での効果的な研修を実
施するとともに、県庁や広域事務組合、民間への派遣、他団体との人事交流を進め、
資質、能力の向上を図り、職員の持つ多様な能力を引き出し、人材育成につながる取
り組みを推進します。

【主要事業】
・こうち人づくり広域連合研修事業
・専門機関、団体等派遣研修事業
・講師招へい研修事業
・職場内講師研修事業
・県等関係機関との人事交流



87

M U R O T O  M A S T E R  P L A N

4

資  料

M U R OT O
M A S T E R  P L A N

室 戸 市 総 合 振 興 計 画
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（1）室戸市振興計画審議会名簿

（敬称省略）
氏名 所属 委員区分

会長 富岡　一成 室戸市商工会会長 商工業関係者

副会長 青木　準吉 室戸市連合常会会長 学識経験者

委員

祖川　　浩 室戸市教育委員会委員 教育委員会の委員

多田　明美 室戸市教育委員会委員 教育委員会の委員

山﨑　　修 室戸市農業委員会会長 農業委員会の委員

川﨑　一男 室戸市農業委員会　職務代理者 農業委員会の委員

尾﨑　文彦 室戸市産業者会議　農林部門会議部会長 農業関係者

谷山　純一 土佐あき農業協同組合　吉良川支所長 農業関係者

竹本　昭光 室戸市産業者会議　水産部門会議部会長 水産業関係者

柳原　栄二 高知県漁業協働組合　室戸総括支所副支所長 水産業関係者

五島眞知子 高知県漁業協働組合　室戸総括支所女性部長 水産業関係者

門田洋太郎 室戸市産業者会議　商工観光部門会議部会長 商工業関係者

黒岩　辰徳 製炭者代表 林業関係者

杉本　修二 芸東森林組合事業課長 林業関係者

松本　睦美 室戸市人権尊重の社会づくり協議会副会長
人権尊重の社会づくり
協議会委員

山下　福恵 室戸市人権尊重の社会づくり協議会委員
人権尊重の社会づくり
協議会委員

竹中　幸市 高知海洋深層水企業クラブ会長 学識経験者

石建　結香 浮津保育園園長 学識経験者
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（2）室戸市振興計画審議会条例
昭和 43年 10月 1日

条例第 30号
改正　平成 13年 7月   2 日条例第 18号

平成 14年 3月 29日条例第   9 号
平成 27年 3月 20日条例第 10号

　（設置）
第１条　地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 138条の 4第 3項の規定に基づき、

室戸市振興計画審議会（以下「審議会」という。）を置く。
　（所掌事務）
第２条　審議会は、市長の諮問に応じ、室戸市振興計画の策定その他その実施に関し、

必要な調査及び審議を行う。
　（組織）
第３条　審議会は、委員 21人以内で組織する。
２　委員は、次の各号に掲げる者のうちからそれぞれ当該各号に定める数の範囲内に
おいて市長が委嘱する。

（1）教育委員会の教育長及び委員　2人
（2）農業委員会の委員　2人
（3）農業関係者　3人
（4）水産業関係者　5人
（5）商工業関係者　2人
（6）林業関係者　2人
（7）人権尊重の社会づくり協議会委員　2人
（8）学識経験者　3人
　（委員の任期）
第4条　委員の任期は2年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。
２　委員が委嘱されたときにおける当該身分を失った場合は、委員を辞したものとみ
なす。

３　委員の再任は、妨げない。
　（会長及び副会長）
第 5条　審議会は、会長及び副会長を置き、委員の互選によってこれを定める。
２　会長は、会務を総理し、審議会を代表する。
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３　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、そ
の職務を代理する。

　（会長）
第６条　審議会は、会長が招集する。
２　審議会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。
３　会長は、会議の議長となる。
４　議事は、出席委員の過半数で決定し、可否同数のときは、議長の決定するところ
による。

　（委任）
第７条　この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、市長が定

める。
　　附　則
この条例は、公布の日から施行する。
　　附　則（平成 13年条例第 18号）抄
　（施行期日）
１　この条例は、公布の日から施行する。
　（経過措置）
２　この条例による改正前の各委員会、協議会及び審議会（以下「委員会等」という。）の委員であっ

た者は、この条例の規定による委員とみなす。
３　前項に規定する委員会等の委員の任期は、その者が委員会等の委員に委嘱された日から起算して

2年とする。ただし、第 4条及び第 8条の委員会等の委員については、委嘱された日から起算し
て 1年とする。

　　附　則（平成 14年条例第 9号）抄
　（施行期日）
１　この条例は、平成 14年 4月 1日から施行する。
　　附　則（平成 27年条例第 10号）抄
　（施行期日）
１　この条例は、平成 27年 4月 1日から施行する。
　（室戸市振興計画審議会条例の一部改正に伴う経過措置）
５　在任特例期間においては、第 4条の規定による改正後の室戸市振興計画審議会条例の規定は適用

せず、同条の規定による改正前の室戸市振興計画審議会条例の規定は、なおその効力を有する。
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（3）市民アンケート調査結果（抜粋）

①調査概要
本調査は、室戸市総合振興計画（平成 28〜 32年）の策定にあたって、市への愛
着度や定住意向をはじめ、市の現状評価や今後重視する取り組み、各分野における施
策要望など、市民の意識構造の実態を把握し、計画づくりの基礎資料を得るために実
施したものです。調査対象及び調査方法は以下のとおりです。

項　　目 内　　容
調 査 対 象 室戸市に居住する 18歳以上の市民
配 布 数 2,000
抽 出 法 無作為抽出
調 査 方 法 郵送法
調 査 時 期 平成 27年 7月 24日〜 8月 7日
調 査 地 区 市内全域
有効回収数 493
有効回収率 24.6%

②回答者属性（性別）

男性	 167 人（34%）
女性	 237 人（48%）
無回答	 89 人（18%）

　　　　　　　　　　　　　　　 　　　493人

③回答者属性（年代）

10・20代	 75 人（15%）
30代	 103 人（21%）
40代	 76 人（15%）
50代	 77 人（16%）
60代	 76 人（15%）
70歳～	 79 人（16%）
無回答	 7 人   （2%）

　　　　　　　　　　　　　　　 　　　493人
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④室戸市への愛着度

“ 愛着を感じている ” は 60％。一方、“ 愛着を感じていない ” は 19％

1．とても愛着を感じている	 115 人（23%）
2．どちらかというと愛着を感じている	183 人（37%）
3．どちらとも言えない	 95 人（19%）
4．あまり愛着を感じていない	 61 人（12%）
5．愛着を感じていない	 32 人    （7%）
無回答	 7 人 （2%）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　493人

⑤今後の定住意向について

“ 住みたい ” は 52％。一方、“ 住みたくない ” は 21％

1．住みたい	 144 人（29%）
2．どちらかと言えば住みたい	 114 人（23%）
3．どちらとも言えない	 126 人（26%）
4．どちらかと言えば住みたくない	 59 人（12%）
5．住みたくない（できれば市外に引越したい）	 45 人    （9%）
無回答	 5 人 （1%）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　493人	

⑥④・⑤の理由として多かったもの

■愛着を感じている、住みたいと答えた人
　「故郷だから」「人が良いから」「自然が豊かだから」

■愛着を感じていない、住みたくないと答えた人
　「不便だから」「仕事がないから」「娯楽施設がないから」
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⑥室戸市の現状に対する満足度について（上位 10 項目を抽出）

【満足度】

①水道 41.6％ ⑥交通安全運動 21.9％

②ごみ収集処理 29.4％ ⑦吉良川の町並み 19.9％

③地域の文化財の保護 23.7％ ⑧地域住民との助け合い 18.7％

④山や川、海などの自然環境 23.7％ ⑨消防対策 18.3％

⑤健康診断・健康相談等 22.9％ ⑩給食 16.0％

【不満足度】

①病院数や診療科目 80.7％ ⑥津波への対策 46.0％

②急病時の救急体制 72.6％ ⑦公共交通の運行 45.8％

③企業誘致と雇用について 61.1％ ⑧室戸市のPR力について 40.4％

④第３次産業の振興 51.5％ ⑨国道の整備 39.4％

⑤県道・市道の整備 48.3％ ⑩防災計画・避難計画 36.3％

⑦室戸市の現状に対する重要度について（上位 10 項目を抽出）

①病院数や診療科目 80.7％ ⑥県道・市道整備 58.6％

②急病時の救急体制 78.5％ ⑦災害時の消防機材 57.0％

③津波への対策 70.6％ ⑧室戸市のPR力について 54.2％

④企業誘致と雇用について 68.6％ ⑨観光業について 51.7％

⑤防災計画避難計画 62.9％ ⑩第一次産業の振興 51.5％




